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― はじめに ―  

 
 
子どもに関する心痛む悲しいニュースが連日のように報道されています。 
少子化、核家族化の中で育った子どもが保護者になっている時代を迎え、

これまでの子育て支援では、解決できない課題が表面化し、子ども家庭施策

の抜本的な見直しが必要になってきています。  
少子化に加え、パソコン・インターネット・携帯電話などのメディアの普

及や地域・子ども関連施設の治安の悪化など、子どもをとりまく環境は大き

く変化しています。  
少子化の流れを変えるため、国は、これまでの施策に加え、男性を含めた

働き方の見直しや地域における子育て支援にも重点を置いた「次世代育成支

援に関する当面の取組方針（少子化対策プラスワン）」をとりまとめました。

さらに、平成１５年７月、「少子化対策プラスワン」を推進するため、「次世

代育成支援対策推進法」を制定し、地方公共団体及び一定の事業主に、次世

代育成支援のための行動計画（平成１７年度を初年度とする）の策定を義務

付けました。  

「豊島区子どもプラン－次世代育成支援行動計画－」は、平成９年３月 

に策定された「子ども・家庭支援豊島プラン－豊島区児童福祉計画－」を引

き継ぐ計画として、また、次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画とし

て策定したものです。策定にあたっては、「豊島区青少年問題協議会専門委

員会」及び「豊島区次世代育成支援行動計画検討会」の２つの検討組織が連

携をとりながら審議を重ねてきました。  
地域・家庭・行政がそれぞれの役割を問い直し、これまでの子ども家庭施

策の枠を超えた次世代を育成する新たな支援策が盛り込まれています。  
計画の推進を図り、地域に子どもの歓声が響き渡る豊島区にしたいと考え

ております。  
区民の皆様をはじめ、関係者の方々のご理解とご協力をよろしくお願いい

たします。  
 

 

 

平成 17 年 3 月  

豊島区長 高野 之夫  
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（１）子どもと家庭をとりまく社会状況                 

日本の総人口が増え続けている中、東京都の人口は減少していましたが、平成９年から

増加に転じています。豊島区も平成１０年から緩やかな増加傾向が続きましたが、平成 

１６年には若干減少しました（P84 資料１参照）。一方、年少人口（０～１４歳）は、国、

東京都、豊島区とも減少傾向が続き、年少人口比率（総人口に占める年少人口の割合）も

低下しています。ここ数年、東京都、豊島区の年少人口・年少人口比率は下げ止まり傾向

にありますが、東京都の０～１４歳年少人口比率は全国値よりも２ポイント低く、豊島区

はさらに３ポイント低い値にあります。対象年齢１７歳までの比較でも、同様のことが言

えます（P85.86 資料２・３参照）。 

  このような年少人口比率の低下にみられるように、少子化の進行は特に深刻であり、 

１９７０年代から下降し始めた出生率は、その後３０年経過した現在も回復することなく、

下がり続けています（P87 資料４参照）。全国の合計特殊出生率（一人の女性が生涯に産

む子どもの数の平均）の低下については、平成元年（１９８９年）には１．５７となり、

「１．５７ショック」という言葉を生み出しました。平成１５年（２００３年）には更に、

過去最低を更新し、「１．２９ショック」と、話題になりました。 

豊島区において、この合計特殊出生率は全国のそれよりもはるかに低い状況にあります。

平成元年（１９８９年）には１．０２でしたが、平成８年（１９９６年）には０．８２に

なり、さらに、平成１５年（２００３年）には、０．７６となっています（P88 資料５参

照）。 

将来推計人口は低い値を示しており、このまま少子化が進めば、社会保障制度を始めと

する既存の社会システムが成り立たなくなるという危機的な状況にあります（P89 資料６

参照）。 

少子化は、子どもの成育にもさまざまな影響を与えています。幼児期は、異年齢児もま

じえた友だちと戸外で群れて遊ぶことが大事な時期ですが、友だちと遊びたいと思っても

地域に子どもが少ない状況にあります。また、昨今の子どもにまつわる痛ましい事件に見

られるように、戸外での遊びに生命の危険をともなう場合も少なくありません。このよう

な状況のもとにあって、子どもは家庭で過ごすことが多くなりがちです。 

しかし、家の中においても、兄弟、姉妹は少なく、遊びといえば一人遊びが主で、ゲー

ムやパソコンをやっている子どもも多く、家庭へのひきこもり現象の増加にも注意する必

要があります。 

１ 計画策定の背景 
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このように、少子化は、子どもたちの自主的な集団あそびを減少させ、「人と関わる 

力」や「生きる力」の育ちを阻む要因となっています。 

 さらに、子どもをめぐる状況は、児童虐待の急増、少年犯罪の増加・凶悪化など、ま 

すます事態が深刻化しています。 

少子化の原因として、晩婚化、未婚率の上昇に加え、夫婦出生力の低下という新たな現

象もみられるようになってきています。さらに、子育てに関する負担の重さが増している

ことも見逃せません。それとともに、核家族化が進む中、子育ての困難さが強調され、子

どもを産み育てることへの消極的姿勢が増大していることにも目を向ける必要がありま

す。 

  また、核家族化や地域コミュニティの崩壊により、家庭や地域の「子育て力」「教育力」 

の低下も指摘されています。 

  このような状況のもと、家庭・学校・地域・行政が連携して、社会全体で子どもを育む

取り組みが必要となっています。 

 

（２）少子化に対する国の施策                     

少子化の進行に対して、国政レベルでは関係省庁をあげた総合的な子育て支援対策への

取り組みが求められ、平成６年１２月、文部・厚生・労働・建設の四大臣合意により「今

後の子育て支援のための施策の基本的方向について（エンゼルプラン P105 用語解説参

照）」が策定されました。あわせて、この施策の具体化の一環として、「緊急保育対策等５

ヵ年計画」が発表されました。これは、保育ニーズの多様化に対応し、緊急に保育対策を

推進するために、大蔵・厚生・自治の三大臣が合意した内容に基づくものです。この計画

では、平成７年度から５年間の事業の整備目標などが定められました。 

平成１１年１２月には、「少子化対策推進関係閣僚会議」において、先の「緊急保育対

策等５ヵ年計画」に続く政府の中長期的な総合的少子化対策の指針として、「少子化対策

推進基本方針」が策定されました。この方針に基づき、大蔵・文部・厚生・労働・建設・

自治六大臣の合意による「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について（新

エンゼルプラン P106 用語解説参照）」が策定され、平成１６年度までの目標値を設定し

ました。さらに、政府は、平成１３年７月に「仕事と子育ての両立支援策の方針について」

(P106 用語解説参照)を閣議決定し、民間活力の導入による「（保育所入所）待機児ゼロ作

戦」等に着手しました。 

しかし、このような取り組みにもかかわらず、依然として少子化は進行し、国立社会保

障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口（平成１４年１月推計）」によると、現状の
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ままでは今後も一層少子化が進むものと予測されています。平成１４年９月、厚生労働省

は、このような少子化の流れを変えるため、これまでの保育施策など、仕事と家庭の両立

支援に加え、男性を含めた働き方の見直しや地域における子育て支援にも重点を置いた

「次世代育成支援に関する当面の取組方針(少子化対策プラスワン)」をとりまとめました。 

平成１５年７月には、「少子化対策プラスワン」を推進するため、「次世代育成支援対策

推進法」(P107 用語解説参照)が成立し、あわせて「児童福祉法」も改正されました。「次

世代育成支援対策推進法」では、地方公共団体及び一定の事業主に、次世代育成支援のた

めの行動計画（平成１７年度を初年度とする）の策定が義務付けられています。これは、

少子化に対応するため、総合的な推進体制の整備を進めるとともに、具体的な個別施策の

推進（地域における子育て支援の取り組みの強化）を図り、社会全体で少子化の問題に取

り組む体制を整えることを目的とするものです。 

平成１５年９月施行の「少子化社会対策基本法」(P107 用語解説参照)では、少子化に

対処するための総合的かつ長期的な施策の大綱を定めることをうたっています。これによ

り、平成１６年６月には「少子化社会対策大綱」(P108 用語解説参照)が策定されました。

大綱では、子どもが健康に育つ社会、子どもを産み、育てることに喜びを感じることがで

きる社会への転換が緊急の課題であるとしています。その上で基本的な考え方を示し、重

点課題に取り組むための具体的行動を２８項目あげて、これを実践するとしています。そ

して、平成１６年１２月２４日には具体的実施計画として「少子化社会対策大綱に基づく

重点施策の具体的実施計画」（子ども・子育て応援プラン）が「少子化社会対策会議」で

決定されました。このプランは、平成１７年度から２１年度までの５か年計画であり、こ

れまでの新エンゼルプランが各種の保育対策等の子育てと仕事の両立支援に主眼が置か

れていたのに対し、これらに加えて子どもの育ちの視点や、子どもの育つ環境という視点

にも重きを置き、より幅の広いものとなっています。 

 

（３）豊島区における子ども家庭施策の現状と到達点           

豊島区では、少子化の状況や国の動きを受け、平成９年３月、「子ども・家庭支援豊島

プラン－豊島区児童福祉計画－」を策定しました。これは、福祉をはじめ、教育、保健・

医療、住宅など、子どもと子育て中の家庭にかかわる諸施策を統合し、児童福祉を推進す

ることを目的としたものです。この計画は、「豊島区基本計画」の子ども家庭分野を補完

するための計画です。と同時に、平成６年１２月に発表された「エンゼルプラン」に基づ

き、国が地方公共団体に策定を呼びかけた「地方版エンゼルプラン」の性格も併せ持つも

のです。計画には１１８の事業を盛り込み、施策の推進を図ってきました。 
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一方、平成１３年３月に「豊島区青少年問題協議会」からは「青少年の社会参画の方策

について」の答申を受け、具体的な事業の中で、その答申の趣旨の実現を図ってきました。 

さらに平成１５年２月には「権利の主体としての青少年の成長を支援する方策について」

の答申を受け、子どもを権利の主体としてとらえる視点から施策の見直しを始めました。

これにより、放課後対策事業の総合的展開(子どもスキップ)や青少年の活動の拠点（十代

倶楽部）、親と乳幼児の情報交換・交流の場(子育てひろば)の整備等の推進を決定しまし

た。また、子どもの権利条例（仮称）の制定に向けて準備中です。 

区では、以上の計画や答申に基づき、子ども家庭施策の充実に努めてきました。児童館

の開館時間・学童クラブ保育時間の延長、ファミリー・サポート・センターの開設、子ど

も家庭支援センターの開設等、新たな事業展開の実現を果たし、きめ細かなサービスの充

実を図ってきました。 

しかし、計画策定から８年が経過し、計画通りに達成したものがある反面、未着手のも

のもあります。時代の変化にともない、区民ニーズも変わってきていることから、これら

の成果を継承しながら現状を踏まえて見直し、この「豊島区子どもプラン－次世代育成支

援行動計画－」に引き継ぎます。 

 

◎「子ども・家庭支援豊島プラン－豊島区児童福祉計画－（平成９年策定）」の実施状況

及び計画策定後に開始した新規事業 

 

計画の目標が達成できた主な事業 

＊事業名及び事業の目標は児童福祉計画に掲載された内容です。 

事業名 事業の目標 実施状況 

開館時間の延長 児童館が地域の子どもたちにとって、

遊びの拠点となる運営ができるよう

に、子どもたちの実態に合わせ開館時

間を延長します。 

９時～１７時までの開館時間を、全館

とも１０時から１８時までと変更し

ました。（平成１５年４月から全館実

施）これにともない、学童クラブの保

育時間も延長しました。 

ファミリー・サポー

ト・センターの開設 

仕事と育児の両立支援を目指し、保育

所の送迎、急な残業など、変則的・変

動的ニーズに対応できるよう、会員制

の相互援助活動を社会福祉法人等に

委託するなどして行います。 

「子育ての手助けをしてほしい区民」

と「子育ての手助けができる区民」か

らなる会員組織として、平成１０年 

１２月に運営を開始し、区は事務局と

して会員間の橋渡しを行い、地域の中

で子育てを支援しています。 

子ども家庭支援セ

ンターの設置 

①子ども・家庭に関する総合相談②サ

ービスの提供（トワイライトステイ、

ショートステイ等）③サービスの調整

④地域の組織化の拠点としての子ど

も家庭支援センターを設置していき

ます。 

平成１３年度に東・西２か所の子ども

家庭支援センターを開設しました。平

成１６年度からは、東部子ども家庭支

援センターが先駆型センターとなり、

児童虐待にも対応できるよう、機能の

充実を図りました。 
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事業名 事業の目標 実施状況 

乳児保育 出産後早い時期から働かなければな

らない保護者の要望に応えて、出産後

８週間経過後又は４ヶ月経過後から

特別保育として実施している乳児保

育を充実していきます。 

０歳児保育を、区立保育園全園、私立

保育園５園で実施しています。 

長時間保育 安心して働き続けることができるよ

うに、保護者の状況にあった保育の提

供として、特例保育や延長保育等の多

様な保育時間を設定し柔軟な保育を

進めます。私立保育園で実施している

夜間保育について検討します。 

午後１０時まで開所の保育園は１園

（平成１８年度より２園）、午後８時

まで開所が３園、午後７時まで開所が

２５園あり、保護者の状況にあった対

応をしています。 

一時保育 保護者の就労形態により、家庭での保

育が断続的に困難となる児童に対し、

一時保育を実施します。また、普段は

家庭で保育されている幼児を、保護者

の希望によって一時保育を実施し、保

護者の社会参加を支援します。 

保護者の通院、PTA、仕事、リフレッ

シュ、その他の理由で家庭での保育が

一時的に困難になるとき、乳幼児を時

間単位で有料で預かり、保育する事業

を平成１０年８月から実施していま

す。（３か所で実施、平成１７年度か

ら５か所で実施予定） 

障害児保育 障害のある乳幼児を保育園で保育し、

集団の中で生活することによる成長

を図るとともに、保護者の育児負担の

軽減を図ります。 

区立保育所、私立保育所全園で受け入

れ、それぞれの子どもに応じたきめ細

かな保育を実施しています。 

外国人児童の保育 言葉や習慣の違いから保育への不安

を持っている、区内在住の外国人の乳

幼児を積極的に受け入れ、保護者が安

心して働ける環境を作ります。 

区立保育所、私立保育所全園で希望者

を受け入れ、習慣の違い等に対応した

保育を実施しています。 

 

 

計画の目標が達成できなかった主な事業 

＊事業名及び事業の目標は児童福祉計画に掲載された内容です。 

事業名 事業の目標 今後の対応 

チルドレンズ・ミュ

ージアムの設置 

子どもたちが手に触れ、作り、体験・

学習のできるミニ「ミュージアム」を、

児童館等を活用して非常設で設置し

ます。将来的には、専門の施設も検討

します。 

現状では設置の必要性が薄れていま

す。 

 

１年生児童への放

課後保育 

小学校入学後も、１年生に限っては保

育園でも放課後保育を実施し、児童館

の学童クラブとの選択を可能にしま

す。 

児童館内または子どもスキップ内学

童クラブでの対応といたします。 

トワイライトステ

イ事業 

１歳から低学齢児の保護者が、残業そ

の他の理由で、保育の延長が必要にな

った場合に、午後１０時ごろまで保育

を行います。 

利用者のニーズを把握し、他の事業で

の対応も考慮して検討します。 

ショートステイ事

業 

保護者が病気のときなど、児童を養育

することが困難な場合に、専門の監督

者のもとで一定の日数の範囲、児童が

宿泊できる生活の場を提供します。 

平成１７年４月より、施設１か所、受

託家庭１世帯で実施予定です。 
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事業名 事業の目標 今後の対応 

病後保育 
＊現在の名称は「病後児

保育」 

健康が回復するまでは家庭での保育

となっている、病後の乳幼児につい

て、医師、看護師等の指導のもとに、

早い時期から保育し、保護者が働ける

環境を整備します。 

平成１８年度に１か所開設予定です。

区立母子寮の建設 
＊現在の名称は「母子生

活支援施設」 

入所による指導や援助を必要とする

子どもと家庭のニーズに応えるため、

区立母子寮を建設し、母子世帯に対す

る援助と、虐待を受けて保護の必要な

子どものショートステイ等、母子寮の

機能を活かしたサービスの提供を図

ります。 

資金等の問題があり、現状では建設は

困難です。他の機関との連携を図る中

で対応していきます。 

 

 

計画策定後に実施した新規事業 

＊下記事業は児童福祉計画には掲載されていません。 

事業名 実施状況 

認証保育所の誘致 

（P109 用語解説参照） 

認可保育所に準じる施設として東京都の認証を受けた認証保育所を区内

２か所に誘致しました。（１園目 平成１４年３月誘致、２園目 平成１５

年４月誘致） 

プレーパークの開設

（P109 用語解説参照） 

子どもたちが自分の責任で自由に遊ぶ冒険遊び場「プレーパーク」を平成

１５年８月に開設しました。地域のボランティアの方々が中心となり、区

との協働で運営しています。 

産後サポーター事業 産後の母体の肉体的、精神的回復のため昼間援助の手のない方を対象に、

有償ボランティアが家事や育児のお手伝いをするサービスを平成１３年

１０月から開始しました。 

子ども虐待防止連絡会議 児童虐待防止に関する関係機関の役割やあり方等を明確にし、日常的なネ

ットワークを構築することにより、早期発見、迅速な対応、発生防止を図

ることを目的として平成１２年６月に設置しました。 

保育園ボランティア 子どもとの交流を通して保育の楽しさを知り、社会参加の意義、重要性の

認識を深めるため、区立保育園でのボランティア受け入れを平成１３年４

月から開始しました。 
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◇国の施策の展開と豊島区の計画・答申の流れ及び主な子ども家庭施策実施時期 

 

<国の施策>       <豊島区の計画・答申>     <実施した施策> 

 

H６.12  
エンゼルプラン 

 

 

 

H11.12 
少子化対策推進基本方針 

 

 

 

 

 

H13.7 
仕事と子育ての両立支援策 
の方針について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H15.7 

次世代育成支援対策推進法 

 

 
H15.9 
少子化社会対策基本法 

 

 

 H9.3 
子ども・家庭支援 
豊島プラン 

―豊島区児童福祉計画

 H13.3 
青少年問題協議会答申 
青少年の社会参画の 
方策について 

 H15.2 
 青少年問題協議会答申 
 権利の主体としての青少
年の成長を支援する方策
について 

H10.12 

ファミリー・サポート・セ

ンター開設 

H15.8 

プレーパーク開設 

H13.11/12 

東・西子ども家庭支援セン

ター開設 

H12.6 

子ども虐待防止連絡会議

設置 

H13.10 

産後サポーター事業開始

H14.3 

認証保育所誘致 

(H15.4 ２園目)  

H13.4 

保育園ボランティア事業

開始 

 H1７.４ 
 ｢豊島区子どもプラン－次世代
育成支援行動計画－｣スタート
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（４）豊島区の財政状況と施策の再編成                  

  政府が推進を図っている「三位一体の改革」は、国庫補助負担金の廃止・縮減と税源移

譲及び地方交付税制度の見直しを同時に進めていくものです。児童関連施策としては、児

童福祉法が改正され、公立保育所運営費負担金の一般財源化などの変更が行われました。

これにより、全国一律の画一的な施策を転換し、住民の負担に見合った効率的な行政の実

現と創意工夫にあふれた自由なサービスを展開することが必要となってきます。 
また、本区においては、極めて厳しい財政状況の中、財政構造の悪化を克服するため、

平成１３年度を初年度とする「新生としま改革プラン」「財政健全化計画」に取り組んで

きました。しかし、平成１６年度予算編成段階での黒字への転換という目標達成は困難と

なり、財政健全化へのより厳しい取り組みが求められています。このため、平成１６年９

月には「豊島区行財政改革プラン２００４（案）」を発表し、平成１７年度以降５年間に

取り組むべき行財政改革及び区政の重要施策についてその具体的な方針を示しました。 
このような状況下、子ども家庭施策についても、より抜本的な見直しの必要に迫られて

います。そのためには、関係部局の連携を強化しつつ、区民の方々との協働を進めていく

ことが不可欠です。そして、福祉に係るサービス料の受益者負担の観点から応益負担の考

え方を加味することも有力な選択肢です。 

区の行財政改革推進本部では、公共施設のあり方について、平成１５年１０月に「公共

施設の再構築・区有財産の活用案」を提案しました。これは、子ども家庭施設全般にも大

きな転換を求めるものとなっており、現在の施設偏重の体系から脱却するとともに、運営

形態や活動内容を再編成する一方、各施設間での連携を強化し、広範かつ重層的なネット

ワークを構築していく必要が提起されています。さらに、財政負担を抑えながらサービス

の質を維持・向上させていくことが求められています。今後、区では、区民への説明責任

を果たしながら、区民各層の多様な意見を踏まえた検討を行う方針です。 
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（１）計画策定の目的と理念（ねがい）                  

 「豊島区子どもプラン－次世代育成支援行動計画－」は、今日の子どもと家庭をとりま 

く諸条件を視野に入れ、以下に掲げる理念（ねがい）のもとに策定をするものです。これ 

は、平成９年に策定された「子ども・家庭支援豊島プラン－豊島区児童福祉計画－」を見 

直し、あわせて豊島区における具体的な諸施策について体系化し、目標数値を示し、それ 

を実現していくことを目的としています。 

 

Ⅰ権利の主体としての子どもの視点に立った施策の展開 
   子どもを権利行使の主体と位置付けている「児童の権利に関する条約」の遵守のも 

と、子どもの最善の利益を確保しなければなりません。児童虐待件数が増加する中、 

権利の主体としての子どもの視点に立った環境づくりは未だ不十分な状態にとどまっ 

ています。子どもの権利保障の視点からすべての事業を再点検し、効果的な施策を展 

開していきます。 

   また、子どもの権利保障は、子どもが日常を過ごす場において実現されるべきもの 

であると考えます。子どもが父母その他の保護者や地域の人に見守られながら、自分 

らしく育っていくことに最大限の関心を払い、家庭・地域への効果的な働きかけを推 

進していきます。 

 

  Ⅱ家庭での子育ての充実と、その喜びの共有 
   今日の社会情勢のもとにあっては、育児に携わる親たち（特に母親）が孤立しやすい

状況があります。父親の育児参加をより積極的に勧めるとともに、それが可能となる条

件づくりに努力し、男女協力し合って子育てを行い、子育てに伴う喜びを実感できるよ

うな環境が整えられることが大切です。 

また、子育ては、その過程において子育てを行う者自身も成長させるという貴重な体

験を含むものでもあります。しかし、現代の子育ては社会環境の変化やあふれる情報と

多様な価値観の中で、迷いや不安の連続です。子育て中の家庭に対して、親たちの相互

援助を促し、子育ての喜びを共に経験できるように支援します。 

 

２ 計画に関する基本的な考え方 
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 Ⅲ保育所、幼稚園、学校での生活の充実と各施設の有効活用 
   少子化、それに伴う子どもの交友関係や生活時間の変化、保護者の仕事と働く時間の

多様化、保育・教育内容の進展など、保育・教育機関のおかれている状況には、大きな

変化が生まれています。子どもたち本人、保護者、地域からの要望や期待もさまざまな

広がりを見せています。一方で、教育行政の規制緩和、教育予算の逼迫などの条件も見

据えなければなりません。このような状況の中で保育・教育施設の、より有効な活用、

相互の機関の連携などは大きな課題です。子どもたちが生活時間のかなりの部分を過ご

すこれらの施設・機関の整備・充実を図ることは、子ども施策にとって大変重要です。 

  

  Ⅳ地域ぐるみの子どもたちの成長への関わりと子育て支援  
   子どもの成長には、さまざまな大人の支援が必要ですが、昨今では核家族化や少子化 

により、多面的な人との関わりが減少してきています。 

地域においては、子育てに関する活動を行うさまざまな団体がありますが、これまで、

子どもの成長や子育てを見守ってきた地域は変容し、公園など戸外で、友だちと体を思

いきり動かして遊ぶ子どもの姿は見られなくなり、屋内でパソコンやゲーム等で受け身

的な遊びをする子どもが増えてきています。 

また、家庭における子育てが、それぞれの家庭の中だけで行われるようになり、外部

から見えにくくなってきていて、このような子育ての孤立化が子どもの健やかな育ちを

阻む要因となっています。 

地域における子育て支援のための知恵や工夫、人手などを有機的に結びつけ、ネット

ワークとして機能するようにしていくことが必要です。 

地域の子どもとして、地域社会全体で子育ち・子育て支援を行う体制を作る等、子ど

もに身近な地域で施策の展開を図っていきます。 

 

 

 

（２）計画の目標                            

（１）で述べた目的と理念（ねがい）を基に、つぎのように「目標」として具体化しま 

した。その実現に向けて、事業施策を展開します。 
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子どもが人として尊ばれ、社会の一員として心身ともに健やかに育っていくために 

は、子どもの最善の利益を考えた取り組みが必要です。遊び、体験、交流の場の整備、 

地域社会の一員としての活動場所の提供などにより、自主性、自立性を発揮できる個 

性豊かな成長を促進していきます。 

   また、いじめや虐待などをなくすため、子どもの権利条約をあらゆる場で遵守し、 

子どもの権利を尊重します。 

 

 

 

 
   少子化・核家族化などにより、子育てに関する不安や悩みを持つ保護者が増えてい 

ます。相談体制の確立、交流・情報交換の場の提供、多様な保育サービスの展開、生 

活環境の整備により、安心して子育てができるようにします。身近なところで乳幼児 

親子が交流をし、情報交換や不安解消を図り、楽しみながら子育てができるようにし 

ます。 

 

 

 

 

 

     

家庭、地域と並んで、保育・教育機関での生活の充実は子どもの成長にとって欠か 

すことのできない条件です。また、これらの施設や機関の連携、再編・再活用などを 

図りながら、子どもと保護者の多様な要望や必要に応じられる施策を講じます。 

 

＜Ⅱ＞安心して子どもを産み育て、家庭で子育ての喜びを 

共有できる『としま』を実現します 

＜Ⅰ＞子どもの権利を尊重し、すべての子どもがいきいきと 

自分らしく育つ『としま』を実現します 

＜Ⅲ＞楽しく充実した保育・教育機関で子どもを育てる 

『としま』を実現します 
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 家庭は子どもにとって最も重要な生活の場ですが、日常生活を送るために必要な能 

力は社会全体で培われるものです。年齢・性別・国籍を超えてあらゆる人々の共生を 

めざして家庭、地域、学校、行政が相互理解のもとに協力関係を築き、協働して子育 

ち・子育てを総合的に支援していきます。 

 

 

 

（３）区政全体の中での本計画の位置づけ                

 

○ 豊島区基本構想に基づき、「子どもを共に育むまち」づくりを推進することによ

り、「安心して住み続けられる、心のかよいあうみどりのまち」の実現をめざす、

豊島区基本計画の子ども福祉分野の計画として位置づけられます。 

＊豊島区基本計画は平成１７年３月現在、策定中です。 

 

○平成９年に策定された「子ども・家庭支援豊島プラン－豊島区児童福祉計画－」

の成果を継承しつつ、現状を踏まえて見直し引き継ぐ計画となります。 

 

○平成１５年７月に制定された「次世代育成支援対策推進法」第８条第１項に基づ

く、豊島区の行動計画です。 

 

○ 社会福祉法の規定に基づいて策定される「豊島区地域保健福祉計画」の子ども福

祉分野の計画として位置づけられます。 

 

 

 

 

＜Ⅳ＞地域ぐるみの人々の共生と協働により子どもの成長と 

   子育てを支援する『としま』を実現します 
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              ＊平成１８年度からは、高齢者保健福祉・介護保険事業計画も一体化となる予定 

豊島区子どもプラン－次世代育成支援行動計画－

豊島区基本計画 

豊島区地域保健福祉計画 

次世代育成支援対策推進法 

地域福祉分野 

保健医療分野 

分野計画 

分野計画 

基本方針(４つの柱) 

 豊島区基本構想（計画期間 ２１世紀の第１四半期） 

１ あらゆる主体が参画しながら、まちづくりを実現していく 

３ 魅力と活力にあふれる、にぎわいのまちをめざす 

４ 伝統・文化と新たな息吹が融合する文化の風薫るまちをめざす 

① すべての人が地域で共に生きていけるまち

② 子どもを共に育むまち 

③ 多様なコミュニティがあるまち 

 

施
策
を
体
系
的
・
総
合
的
に
明
ら
か
に
し
た

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行
財
政
運
営
の
指
針 

２ 安心して住み続けられる、心のかよいあうみどりのまちを創造する

障害者福祉分野 

④みどりのネットワークを形成する環境のまち 

⑤人間優先の基盤が整備された、安心、安全のまち 
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（４）計画の推進を図るために大切にしたい観点             

 

計画を推進するにあたっては、つぎのような観点を大切にしたいと考えます。 

 

 

①豊島区としての特色ある施策の展開 
 文化は、長い歴史の中で育まれていきます。次世代を担う子どもたちが、豊島区の

都市的、庶民的、国際的などの多様な側面をもった独特の文化を感じとったり、主体

的に文化活動に触れられる環境を整備していきます。 

 文化施策の中で、特に芸術面においては、聴衆を育てることが大事だと言われてい

ます。子どもの頃から、生の芸術に触れる機会を多く持つために、豊島区内の大学等

の協力を得ながら、生活の中に芸術が根づく基盤作りを行います。 

 また、地球の温暖化等に見られるように、環境問題が国レベルでも大きな課題とな

っています。豊島区は、交通、商業、娯楽などの面で都内でも有数の活気とエネルギ

ーに満ちた街である反面、子どもたちの生活環境のうえでは多くの課題を持っていま

す。よりよい環境づくりのために地域や行政が力を注ぐと同時に、子どもたち自身も

環境問題を真剣に考え、自分たちにできることに取り組める態勢づくりを推進します。 

 

 

 ②区政におけるサービス向上と効率的運営体制の構築 
   多様な区民の要望を考慮し、区の現状を踏まえ、施設の有効活用、人員配置等の適 

正化を図り、サービスの向上を目指し、新たな体制を整備します。 

 

 

  ③子どもと家庭・地域に関する施策の体系化・総合化 
   子ども家庭施策は多くの分野にわたるため、その推進方法も年齢で区切ったり、時間

で区分する等さまざまで、縦割り行政の中での限界が指摘されています。子どもの生

活を発達の筋道にそった２４時間の流れの中で捉えた施策の展開が大事です。 

本計画では、保健・医療・福祉・教育等の分野が連携をとりながら、子どもの視点 

に立った施策の体系化・総合化を図ります。 
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④区民ニーズの把握と施策への反映 
   区民ニーズに的確に対応した施策を展開することを目指します。そのためには、区 

民の声を反映していく必要があります。施策に対する意見集約、パブリック・コメン 

ト(P109 用語解説参照)の実施などにより、計画策定段階からの住民参画を促進します。 

 

 

  ⑤多様な区民ニーズに対応した公民協働体制の構築 
区民の生活様式の多様化に伴い、子育て支援にかかるニーズも多様化しており、総 

合的な施策を推進していくことが必要になっています。地域コミュニティを基盤に、区

民、大学生、一般事業者、ＮＰＯ、団体など、地域の多様な主体の参加・協働（P108 用

語解説参照）による子ども施策の展開を図ります。 

 

 

⑥国・都への働きかけ 
   社会状況の変化に伴って、子ども施策の変革が求められ、規制緩和、保育の自由化、

幼保の一体化、地域の子育て支援、保育の評価など新しい政策がうち出され実施に移

されています。 

これらの施策の実現には、受身に追随するのでなく、「子どもの豊かな育ち」の視点

に立った関係者の主体的な取り組みが必要です。 

区が行う事業に関しても、国や東京都に制度の充実や財政的な支援などを働きかけ、

連携を強化していきます。 

 

 

⑦施策に関する点検と評価 
本プランで計画されている諸施策については、計画の進捗状況を公表し、広く区民 

や適切な評価機関による評価を受け、絶えず点検・修正を加えながら施策の推進を図

っていきます。 
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（５）計画の実施期間と見直しの時期                  

  

  この計画の実施期間は、平成１７（２００５）年度から平成２６（２０１４）年度まで

の１０か年です。前期を平成１７～２１年度、後期を平成２２～２６年度とし、中間にあ

たる平成２１年度に見直しを行う予定です。 

 

１７ 
年度 

１８ 
年度 

１９ 
年度 

２０ 
年度 

２１ 
年度 

２２ 
年度 

２３ 
年度 

２４ 
年度 

２５ 
年度 

２６ 
年度 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
見直し 

 
 
 
 
 
 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊島区子どもプラン 
－次世代育成支援行動計画－ 
前期（平成１７～２１年度） 

豊島区子どもプラン 
－次世代育成支援行動計画－ 
後期（平成２２～２６年度） 
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                      （☆は重点推進施策） 

 

Ⅰ権利の主体としての子どもの視点に立った施策の展開 
＜Ⅰ＞子どもの権利を尊重し、すべての子どもがいきいきと自分らしく育つ

『としま』を実現します 
 

（１）子どもの権利尊重、意見表明と参加の促進 

  「子どもの権利条約」（P105 用語解説参照）が１９８９年１１月２０日に国際連合に

おいて採択され、日本は１９９４年４月２２日に批准しました。 

  本条約第６条の「生きる権利・育つ権利」、第１２条の「意見を表す権利」、第１３条

の「表現の自由」などは、権利の柱となっています。 

  子どもの権利条約の普及に力を注ぐとともに、「としま子ども会議」の開催など子ど

もの意見表明の場や機会を十分確保し、区政への参加を進める施策や事業を積極的に展

開していきます。 

 

☆①「子どもの権利条例（仮称）」の制定 

    これからの子ども施策の中で「子どもの権利保障」こそが、子育ち・子育て支援の

理念として尊重されなければなりません。条例は、自治体がその自治権に基づいて制

定する法律です。子どもの権利条約を遵守し、具体化するために子どもの権利条例を

制定し、子ども参画と権利擁護の強化を図り、施策全般に子どもの権利の視点を明確

にします。平成１７年度の制定に向けて子どもの権利について広く周知し、パブリッ

クコメントなどを実施して、意見を反映した条例を制定します。 

また、子どもたち自身に「子どもの権利条例（仮称）」が理解され、実生活に活か

されるよう繰り返し啓発していきます。 

 

☆②「子どもの権利擁護センター（仮称）」の設置 

   子どもの権利の保障を推進するため、子どもがいつでも身近な場所で安心して相談

ができるよう、子どもの権利擁護委員（仮称）を配置した「子どもの権利擁護センタ

ー（仮称）」を平成１８年度を目途に設置します。   

センターでは、虐待やいじめなど、子ども自身からの相談に応じ、子どもの権利

侵害を予防、救済すると共に関係部局・機関の連携、情報提供を推進します。 

３ 計画に基づく主な取り組み 
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③「子どもが参画したとしま区政」の推進 

   子ども施策や区政全般について、子どもの意見・要望を採り入れ、諸行事、諸事業

の企画や運営段階における子どもの参加・参画を推進し、「子どもが参画したとしま

区政」を目標にして、その実現を図ります。 

   

 

（２）子どもの屋外遊び場所の充実 

  子どもは、主体的な「遊び」を通してさまざまなことを経験することにより「学ぶ力」

を身につけていきます。特に屋外で全身を使って、友達とのびのびと遊ぶことは子ども

にとって、たいへん重要です。豊島区は、区面積に対する公園面積の割合が１．３３％、

区民一人あたりの公園面積が０．７６㎡と、いずれも特別区の中で最下位となっていま

す（平成１６年４月１日現在）。また、最近は、治安の悪化などにより、安心して屋外

で遊ぶ機会が減少してきました。子どもが屋外で安心して自由に遊べる環境をつくるた

め、プレーパークを充実させるとともに、公園、児童遊園等を整備します。 

 

①プレーパークの充実 

    平成１５年８月に、子どもが自分の責任で自由に遊ぶ冒険遊び場「プレーパーク」

を開設しました。池袋本町プレーパークの会と区との協働により運営し、開園日には

プレーリーダーが子どもの遊び仲間として配置され、いろいろな遊びが行われていま

す。平成１８年度には、池袋本町プレーパークの会の活動を区が補助し、団体の自立

支援を進め、活動の発展と協働を充実します。 

また、新たなプレーパークの開設に向けて調整を図り、青少年団体やボランティア

の大学生などの参加により、地域主体の運営によるプレーパーク事業を展開していき

ます。 

 

②公園・児童遊園の整備 

   地域に点在している公園ですが、区民への調査の回答では、「不審者が多い」「遊具

が使いにくい」「狭い」など、不満の声があがっています。気軽に親子や友だちどう

しで遊ぶことができるように、公園の整備を行います。 
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 Ⅱ家庭での子育ての充実と、その喜びの共有 

  ＜Ⅱ＞安心して子どもを産み育て、家庭で子育ての喜びを共有できる 

『としま』を実現します 
 

（１）家庭教育の充実 

 家庭は、子どもにとって最も重要な生活の場です。家族の愛情の中で、人格形成の

土台づくりを行い、信頼感や倫理観を培っていきます。 

 少子化時代に育った子どもが親となっている社会の中で、家庭の役割、あり方につ

いて再考し、家庭教育を支援する取り組みを展開します。 

 

①父親の育児参加の促進 

子育てについての第一義的責任を有するのは父母であり、子どものいる男女が仕

事と家庭生活の両立をしながら、子どもと関わることが重要です。統計的にも子ど

もと関わる時間は、母親よりも父親の方が短いため、父親の育児参加の促進を図る

必要があります。今まで実施してきた両親学級のほか、父親を対象とした事業を増

やし、育児参加を促進します。 

 

・子育て講座の開催 
     子育てをより身近なものに感じてもらうよう「トイレット・トレーニング」「言

葉と発達」などの子育て講座を父親対象に実施します。 

 

・家事に関する父親用マニュアルの作成 
     すぐできる家事について、父親向けにわかりやすい内容でマニュアルを作成し、

子ども家庭支援センターや「子育てひろば」への来所者に配布します。 

 

・保育所における一日保育の体験 
   自分の子どもたちが実際に保育所においてどのような保育を受けているか身を

もって体験することにより、今後の子育てに活かせるようにします。 

 

②母親学級等の充実 

    子育て支援は、妊娠・出産から始まります。安全で快適なお産ができ、主体的な子

育ての準備ができるよう、妊婦の健康管理のみならず、子どもの発達などについても



 20

学べる講座を、母親・両親向けに開催します。 

    また、出産後も子育て期の母親学級等を開催し、「発達」「食育」「遊び」など、広

く子育てに関する内容を盛り込み、子育て方法全般について学び、相談できる機会を

設けます。 

 

☆（２）子ども家庭支援センター事業の充実 

   すべての子どもとその家族が地域の中で健康で楽しく生き生きと暮らしていけるよ

うに、総合的な子育ち、子育て支援の更なる充実を図ります。 

子どもやその家族、子育てに関わる人からの相談や必要なサービスの調整を図ると

ともに、地域の「子育てひろば」への支援や、子育てネットワークの構築を行ってい

きます。 

心身に障害がある子ども、また、発達に心配のある子どもに対して相談や通所によ

る指導を行い、子どもの発達を支援していきます。 

また、増加傾向にある虐待については、早期発見から支援までの仕組みを充実する

とともに、虐待防止支援訪問事業や豊島区子ども虐待防止連絡会議による関係機関の

ネットワークを活用することにより、予防にも力を入れていきます。 

さらに、子どもの権利擁護に関する機能の充実を図っていきます。 

 

 

Ⅲ保育所、幼稚園、学校での生活の充実と各施設の有効活用 

＜Ⅲ＞楽しく充実した保育・教育機関で子どもを育てる『としま』を 

実現します 
 

（１）幼児教育機関の充実 

    幼児期は主体的な遊びや友だち関係、情操、身体、運動、芸術、言語、自然観察な

どの諸活動を通して、自主性や創造性を育み、人格形成の基礎を培う大切な時期です。 

    そのような大切な時期の教育を充実させることは、子ども施策の中心的なテーマの

一つです。従って、各幼児教育機関の充実が図られなければなりません。そのために、

「豊島区幼児教育振興計画」に沿って、将来にわたり幼児教育の充実を図っていきま

す。 

 

 



 21

 

☆①公私協働による保育所の充実 

多様化し、高度化・複雑化した保育需要や在宅の親の育児不安など新たな子育

て支援需要に公私協働で対応していくために、区立保育所の一定数について、民

営化を進めていきます。区立保育所の民営化を契機に、区立・私立保育所が相互

の保育知識・技術をより緊密に交換しあうことにより、豊島区の保育水準全体の

レベルアップを図っていきます。また、子育て支援施策の面でも、民間部門の柔

軟性を生かしたより多様な保育サービスを展開していきます。 

また、区立保育所・私立保育所いずれも、養護と教育が一体となった保育を通

して、健康で情緒の安定した子どもの育成を図るとともに、地域の子育てセンタ

ーとして地域の子育て支援にも取り組みます。 

 

    ②幼稚園におけるサポート保育（預かり保育）の拡充 

幼稚園におけるサポート保育（預かり保育）の需要に応じた拡充は「幼児教育

振興プログラム（平成１３年３月２９日文部科学大臣決定）」によって、子育て支

援策の一つとして打ち出されています。 

  幼稚園におけるサポート保育（預かり保育）拡充についての困難点として、実

施のための職員体制や施設維持費の確保等があげられますが、需要は増加してお

り、拡充していく必要があります。実施方法等について検討するとともに、関係

機関との調整を図ります。 

 

（２）幼稚園と保育所の連携 

幼稚園と保育所との連携は、両施設における幼児教育の特質や長所を、互いに理解 

し合い学びあうという観点からも、また、地域の子育て支援に両者が協力していく観点

からも、その意義は大きく、可能なかぎり積極的に推進していきます。 

 

①幼稚園教諭と保育士との研修の合同実施 

     現在、民間部門の主催する研修プログラムには、幼稚園教諭及び保育士が領域を超

えて参加することが一般的に行われていますが、自治体が所属職員に実施する研修は、

教育委員会と子ども福祉関係で研修体系が分けられており、合同実施においては一定

の実務的な調整が必要となりますが、子ども理解、時代に即した保育を実践する上で

も効果的です。 
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②行事・事業の共同開催、相互交流 

     節分、七夕などの季節の行事や、運動会、発表会など各種事業の合同開催等により

相互交流を深めることは、子どもの成長にもよい意味で刺激になるなど，その効果も

大きいことから、就学前の子どもたちの交流の機会を増やします。 

 

③幼保一体化の総合施設の整備 
幼稚園と保育所という制度の違う二つの事業を一つの施設で実施するという方法 

は、全国各地で試みられています。 

    年齢と時間帯に応じたカリキュラムの編成と保育料の設定、職員配置の調整等の課 

題がありますが、国の乳幼児に関する総合施設についての検討の進捗状況を視野に入 

れながら、子育て支援・幼児教育環境双方の充実を図るためにも、幼保一体化の総合 

施設の整備に向けた検討を行います。 

 

 

（３）子ども家庭関連施設の再構築の中での保育所の役割 

現在の子ども家庭施策は、施設ごとの各種事業の間で重複している部分があります。 

事業体系について、ニーズに応じた効果的な再編を行います。 

その再編にあたって、保育所の機能や役割に、次ページの図のような全体的枠組の

中で、新たな視点からの位置付けがされることになります。これからの保育所の働き

は、所内の子どもを対象とするものに限らず、広く地域の子育て全体にも関わるもの

へと変化します。 

なお、子ども家庭関連施設の再構築案はⅣ(３)において詳しく述べられています。

再構築のうち、子ども家庭支援センターについてはⅡ(２)に、説明がされています。

また、「子育てひろば」と「子どもスキップ」については、Ⅳ(４)において取り上げ

ます。 
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子育て家庭への支援 

中高生対応 

 

 

 

   

学童クラブ 

 

 

 

 

 

（４）学校教育の充実 

 将来の社会を担う大切な子どもたちの現状をしっかりと把握し、子どもたちが自信

をもって、生き生きと学校生活が送れるよう、教育環境を整えます。子どもたちの知・

徳・体それぞれの能力がはぐくまれ、人間性豊かな社会人の育成という、将来展望の

もと、平成１６年度「２１世紀の学校づくり懇話会」の提言も踏まえ、子どもたちや

保護者にとって魅力のある区立学校づくりを推進します。 

 

①生きる力を育む教育の推進 
子どもの主体的な「学び」を支援し、基礎的・基本的な内容の着実な定着を図る

とともに、発達段階に応じた創造性や協調性を育成するため、教育内容の充実を図

ります。ティームティーチング（P109 用語解説参照）や少人数・習熟度別指導の

充実、英語教育、読書教育、キャリア教育（P108 用語解説参照）等を効果的に実

施していきます。 

 

②魅力ある学校づくり 
少子化が進展するなか、学校に対する効果的な支援策を展開し、子どもたちや保

護者にとって魅力ある学校づくりを進めます。また、学校を支援する仕組みとして、

地域や大学・企業・ＮＰＯなどからの人材活用など、外部の教育力を活用した支援

システムづくりを進めます。学校のニーズに応じて学校教育のバリエーションを広 

保育所 

子ども家庭 

支援センター 

再構築の 

方向性 

子ども家庭 

支援センター 

子育てひろば 
十代倶楽部 

子ども家庭関連施設の現状 

子どもスキップ 

校庭開放 

保育所 

再構築案

児童館 
学童クラブ 
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げ、魅力を高めていきます。 

 
③教育環境の整備 
多様化しつつある教育内容・方法に柔軟に対応し、教育効果の向上を図るととも

に、子どもの安全を確保し、健やかな学習・生活環境を保持するため、老朽化した

校舎等の計画的な改築・改修や設備の充実を進めるなど教育環境の整備に努めます。 

 

Ⅳ地域ぐるみの子どもたちの成長への関わりと子育て支援 

＜Ⅳ＞地域ぐるみの人々の共生と協働により子どもの成長と子育てを支援

する『としま』を実現します 
 

（１）個々の子どもや家庭の必要に応じた施策の展開 

 
①子どもの安全確保 

    子どもが犯罪などの被害にまきこまれないようにするため、地域で子どもを見守る

システムとして、防犯ブザーの配付やパトロールを行っていますが、今後も地域パト

ロールや委託パトロールを強化するほか、子ども１１０番の充実を図り、メールシス

テムの導入も行います。また、学校や子ども施設等における安全確保のための環境整

備や指導強化を図るとともに、保護者向けの親子コミュニケーションスキル出前講座

なども実施します。また、通学路や公園等における防犯灯、緊急通報装置等の防犯設

備の整備を推進します。 

 

②児童虐待の予防、早期発見、支援のための仕組みづくり 

平成１６年４月に改正された児童虐待防止法では、児童虐待の発見から児童虐待

を受けた子どもの自立支援まで一貫した対応が求められています。また、平成１６

年１１月改正、平成１７年４月施行の児童福祉法では、区市町村が児童相談の窓口

として位置づけられ、児童虐待に対する対応も求められています。 

豊島区では、平成１２年に子ども虐待防止連絡会議を設置し、関係機関のネット

ワークを構築してきました。マルトリートメント（大人からの不適切な関わり）の

相談通報は平成１３年度１２１件、１４年度１４２件、１５年度１６０件と増加し

ています。これまでも、保育所や児童館、学校など子どもに関わる機関が児童虐待

の発見について重要な役割を担ってきましたが、今後も今まで以上の対応が必要で
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す。平成１７年度からは、小学校区ごとにできる「子育てひろば」もこの役割を果

たすことになります。 

そして、子ども家庭支援センターは、児童虐待の相談窓口であり、先駆型支援セ 

ンターへ移行した東部子ども家庭支援センターは、関係機関のネットワークの核と

しての役割を担っています。今後は子どもの権利擁護センター（仮称）の開設と共

に、虐待の予防、早期発見から支援までの態勢整備を進めていきます。 

 

③障害のある子どもへの保育・教育の充実 

     これまで、保育園・幼稚園・学童クラブにおいて障害児保育を、小・中学校にお

いて心身障害教育を実施してきました。 

     平成１７年度に予定されている学校教育法等の改正により、今までの特殊教育

（心身障害教育）が特別支援教育に転換します。学校教育では、現在の心身障害学

級、通級指導学級、通級学級の役割を見直し、児童・生徒一人ひとりの教育的ニー

ズに応じて適切な教育的支援を行えるようにしていきます。 

     そのために、特別支援教育検討委員会を設置して、子どもの視点に立ち、障害の

ある子どもの保育・教育のための総合的な施策を構築していきます。 

 

☆④不登校・ひきこもりの子どもに対する支援の充実 

     教育委員会、学校などの努力により不登校児童は減少の方向にあります。しかし、

ひきこもりは、２０代、３０代にいたるまで、幅広い年代にわたっているため、今

後も不登校児童の発達保障ならびに改善の方策を講じることがひきこもり防止策

として重要であると考えます。 

   豊島区では、教育センターに適応指導教室がありますが、小中学生のみが対象

です。年齢に関係なく安心して過ごせる、不登校・ひきこもりの子どものための

居場所の整備を検討します。 

   また、ひきこもりの子どもへの行政の施策は不十分な状況にありますので、地

域の自主的活動団体への支援を行うともに、協働を図ります。 

 

⑤外国人の子どもへの支援 

   豊島区には、外国人が多く住んでいます。小学校に通う子どもの数も多く、意

思の疎通や地域社会への適応を円滑にするための対応が必要です。日本語の基礎

的会話を習得し、生活習慣・社会システムなどを学習する日本語学級を設け支援

します。 
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（２）幼稚園、保育所による地域の子育て支援活動の推進 
    子育て相談や就学相談、子どもの遊びに関する親への援助等、地域の子育て支援活動 

については、幼稚園、保育所双方がそれぞれ蓄えてきた経験や知識を地域に還元してい

くためにも極めて有益な連携施策です。 

 

（３）子ども家庭関連施設の再構築 

現在の子ども家庭施策は、施設ごとの各種事業の間で重複している部分があります。 

事業体系について、ニーズに応じた効果的な再編を行います。 

 

≪再構築を必要とする背景≫ 

①家庭・地域の子育て環境の変容…公園等の治安の悪化、核家族化による子育ての孤立

化等が子どもの成育を阻む要因となっている。 

②少子化…下校後、遊び相手が見つけにくくなっている。 

③学校週５日制…放課後時間が短くなり、児童館、校庭開放の利便性が低下している。 

④統廃合…学校や児童館の統廃合により、利用距離が長くなっている地域がある。 

⑤その他 

≪対応が必要な課題≫ 

①地域、家庭を視野に入れた子ども施策の体系化…「地域区民ひろば」の中での子育 

ち・子育て支援の取り組み 

②乳幼児と保護者…地域の子育て家庭への支援強化 

③小学生…全員の子どもの交流の場の確保、成長に応じたケア 

④中高生…参加・参画を基本とした活動の場の整備 

≪視点≫ 

 

（４）「地域区民ひろば」構想の展開 

  各小学校区ごとに既存の施設を活用し、「いきいきひろば」「子育てひろば」「活動ひ

ろば」「学習ひろば」「子どもスキップ（放課後対策事業）」の５つの機能をもつ「地域

区民ひろば」を整備します。これによって世代間の交流を図り、「地域の力」と行政が

・公私立保育所、公私立幼稚園との連携の強化 
・学校との連携の強化 
・地域とのパートナーシップによる連携の強化 
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協働し合い、元気で豊かな地域社会を築いていきます。 

「地域区民ひろば」は、地域の特性を踏まえた区民の主体的な取り組みの中で、子

育ち・子育て支援を行い、乳幼児から中高生まで、広く子どもたちが、「地域の子ども」

として育つ環境づくりを進めます。 

運営は地域の各種団体や個人のみなさんの参加による運営協議会が当たります。 

 

①児童館の再構築 

児童館は、下図のように異なる利用層の利用時間が重なるため、互いに利用しづら 

い施設になってきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学前の子どもたちの年齢は０歳～６歳まで、小学生も１年生～６年生まで、中高

生も同様に６年間の年齢差があります。それぞれの年齢層の異年齢交流での育ちを支

援しながら、発達に応じた子育ち・子育て環境を整備するため、児童館事業の運営方

法について大幅な見直しを行い、担ってきた機能は維持し、次のような新たな展開を

図ります。 

 

 

 

 

 10 時 
 

12 時 15 時 16 時 18 時 

      

子どもスキップ

乳幼児と保護者 小学生 中高生 

児 童 館 

子育てひろば 十代倶楽部 

小学生 

乳幼児と保護者 

中高生 
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地域区民ひろばの機能の中で、特に子ども家庭施策に関わる「子育てひろば」「子ど

もスキップ」については、重点推進施策として、以下のとおり事業の推進を図ります。 

 

☆・「子育てひろば」の開設（２３か所） 

   少子化、核家族化や近隣関係の希薄化等により、子育ての悩みを相談できずに育児

不安を抱える親が増えています。孤立化を防ぎ、子育てについての不安を解消する視

点に立ち、地域の乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所として「子育てひろ

ば」を開設します。 

「子育てひろば」では、子ども家庭支援センターの親子遊び広場に準じる事業を

行い、保護者からの子育てについての相談に応じたり、必要な情報提供を行い、子

育て家庭への支援を行います。また、必要に応じて子ども家庭支援センターや保育

園と情報交換を行うなど、連携を保つ中で支援をしていきます。 

 

☆・「子どもスキップ」の開設（２３か所） 

学校施設を活用した小学生の放課後対策事業として「子どもスキップ」を開設し

ます。小学校は、小学生にとって親しみがあり、利用しやすい施設です。学童クラ

ブの機能は維持したまま、一般児童も一緒に活動するため、放課後の子どもの遊び

と交流の機会が確保できます。また、校庭の利用により外遊びのできる空間もあり、

安全を確保する指導員を配置し、子どもの自由な遊びを保障します。一般児童もい

ったん帰宅することなく利用できるため、往復の交通事故等のリスクが減り、昨今

の治安悪化による危険を回避できるメリットもあります。  

  

≪子どもスキップとは≫ 

小学校施設を活用して①全児童を対象とする育成事業と②学童クラブを③総合的

に展開する事業です。 
 ① 全児童を対象とする育成事業…保護者の就労の有無に関りなく、放課後や学校休
業日等の活動の場を提供していく事業であり、緩やかな見守りのシステムの下

での児童の自主・自発的な参加を基本とした運営です。 
 ② 学童クラブ…保護者の就労等の理由により放課後等に適切な保護を受けられな
い、主に小学校低学年の児童を対象として健全育成を図るための事業です。 
③ 総合的展開とは、①と②を並立させるのではなく、前者に後者の機能を可能な
限り融合させ、全児童を対象とした事業を中心に運営する展開です。 

 

 



 29

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪実施計画≫ 

① 平成１７年度（１年間）６小学校区においてモデル実施。 

② 平成１８年度～平成２０年度、段階的に本格実施を予定。 

 

 

子どもスキップは、施設の活用の違いにより、次の３つの形態があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学童クラブ児童

（１～３年生） 

一般児童 

（１～６年生）

 

A 隣接型展開 

学校と至近距離にある施設と 

校舎内の施設の両方を活用する 

 

B 学校敷地内展開 

学校敷地内にある施設と校舎内の 

施設の両方を活用する 

C 学校校舎内展開 

学校校舎内の施設を活用する 

子どもスキップ 
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平成１７年度モデル実施校（児童数は平成１７年１月現在） 
 校区 対応児童館 形態 コアスペース セカンドスペース 児童数 
１ 巣鴨 
４月実施 

南大塚 C校舎内 ２Ｆ教材室 
 

３Ｆ多目的室 
(２Ｆ生活室) 

小学校児童数 
１６７名 
学童クラブ児童数 
４０名 

２ 西巣鴨 
４月実施 
 

西巣鴨 A隣接型 西巣鴨児童館 
学童クラブ 
その他（共有） 

１Ｆ和室 小学校児童数 
２１６名 
学童クラブ児童数 
２５名 

３ 朝日 
７月実施 

巣二 
（廃止） 

C校舎内 １Ｆ備蓄倉庫 １Ｆ更衣室・倉庫 
１Ｆ倉庫 

小学校児童数 
１６０名 
学童クラブ児童数 
１６名 

 
 
 
 

４ 高松 
４月隣接 
１２月 
校舎内 

高松 A隣接型 
↓ 

C校舎内 

高松児 
↓ 
別棟むかし館 

高松児 
↓ 
別棟むかし館 
 

小学校児童数 
３９４名 
学童クラブ児童数 
５１名 

 

５ さくら 
７月実施 
 

長崎第一 C校舎内 １Ｆ物品庫 １Ｆ教材室 
(１Ｆ生活科室) 

小学校児童数 
３５６名 
学童クラブ児童数 
５０名 

 
 

６ 南池袋 
４月実施 

雑司が谷 
（廃止） 

A隣接型 子どもスキッ
プ南池袋 

子どもスキップ 
南池袋 
 

小学校児童数 
３９９名 
学童クラブ児童数 
７３名 

 
 

＊子どもスキップは、基本的にコアスペース、セカンドスペースで事業展開します。コアスペースは主に学

童クラブ室及び事務室として利用します。この表には平成１６年度まで利用していた部屋の名称を入れて

あります。 

 

（５）中高生のための施策の展開 
 

☆①「十代倶楽部」の整備 

   中高生や子ども団体が自由に使え、社会参加を育む機能をもった居場所作りは、子

ども施策の重要課題の一つです。ある程度遅い時間まで音楽・スポーツ・演劇などが

でき、情報の集約と発信の機能を組み込み、相談機能も持つ、子どもたちの参画・意

見表明の「場」として「十代倶楽部」を整備します。 

   自転車などでの移動が可能な中高生には、区内２か所程度の設置が適当だと思われ

ます。西部地区には、大明小学校跡（平成１７年４月に池袋第五小学校と統合）に設

置します。東部地区にも 1か所設置予定です。 

   施設整備、運営などの検討については、区民、特に、子どもの参加、参画のもとに

進めていきます。 
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②中学生・高校生と乳幼児との交流促進 

   少子化や地域での関わり合いの希薄化などにより、中高生が乳幼児と触れ合う機

会は減少しています。次世代の親となる中高生が、子育てや地域への関心を深めて

いくため、保育園などで乳幼児と交流することが大切です。現在も、ボランティア

として関わりを持つ中高生が多くいますが、今まで以上に、交流事業の促進を図り

ます。 

 

③文化・芸術の基礎づくり 

豊かな人間性を育む上で、文化や芸術に触れることは重要なことです。特に中学、

高校時代は、表現者として、聴衆として、成熟した文化・芸術の担い手となるよう、

その基礎づくりをする時期です。豊島区は文化、芸術の環境整備にも力を入れてい

ます。今後も、中高生のための文化施策の推進を図っていきます。 

 

☆（６）地域の教育力の再構築のための活動支援 

 子どもたちの人間形成の過程において、地域における活動や人との関わりによって

育つものは非常に大きいものがあります。 

 都市化が進み、乳幼児から小学生の親世代も地域コミュニティを実感することなく

育っており、保護者自身が地域との交流を拒んでいる場合も少なくありません。子ど

もが育つ上で、地域との関わりが大切であることを大人が認識し、子どもの自主性・

自発性による活動を地域が支援していく体制づくりを行います。 

   子育ち･子育てに関する知識や技能のある個人や団体の人材リストを作成したり、子

どもの関連施設でのボランティア活動などの場や機会を提供し、地域の教育力の再構築

を図ります。 

   また、子育ち・子育て支援にかかわる職員や関係者の知識・技術・倫理の向上に努め、

地域や団体の実情に即した対応・支援ができる人材の育成を行います。 

 

（７）区民の自主的活動に対する支援の強化 

  地域では、近隣で交流したり、助け合って生活していくなど、連帯感を深めていく 

必要があります。 

 地域の育成団体や子育てグループの育成支援など、区民の自主的な活動を積極的に 

支援していきます。また、総合的なコミュニティの創生を目指し、地域区民ひろばの運

営協議会との協働を充実し、自立支援を進めていきます。 
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（１）計画の体系                                 

 

Ⅰ権利の主体としての子どもの視点に立った施策の展開 

＜Ⅰ＞子どもの権利を尊重し､すべての子どもがいきいきと自分らしく育つ『としま』を実現します 

  【１ 子どもの権利保障】                 （１）子どもの権利を保障する取組 

【２ 子どもの遊び場・居場所の充実】  （１）屋外遊び場所の充実 

                          （２）子どもの居場所の整備 

 

Ⅱ家庭での子育ての充実と、その喜びの共有 
＜Ⅱ＞安心して子どもを産み育て、家庭で子育ての喜びを共有できる『としま』を実現します 

   【１ 安心して子どもを産むための環境づくり】   （１）出産までの支援 

    （２）子どもの健康確保のための取組 

【２ 家庭教育の充実】                     （１）父親の育児参加の促進 

              （２）母親学級等の充実 

【３ 子育て環境の充実】                     （１）子育て中の経済支援 

              （２）すべての子どもと家庭への支援 

                       （３）職業生活と家庭生活との両立の推進 

【４ 子育てを視野に入れた住環境整備】        （１）子育て期の生活環境・住環境の整備 

【５ 特に配慮が必要な家庭への対応】        （１）障害等がある子どものいる家庭への支援 

                          （２）ひとり親家庭への支援 

  

Ⅲ保育所、幼稚園、学校での生活の充実と各施設の有効活用 

＜Ⅲ＞楽しく充実した保育・教育機関で子どもを育てる『としま』を実現します 

  【１ 保育所、幼稚園の充実】            （１）保育所の充実 

  （２）幼稚園の充実 

   【２ 幼稚園と保育所の連携】 （１）幼稚園と保育所の連携 

  【３ 学校教育の充実】                    （１）教育内容の充実 

 （２）教育環境の整備 

                       

Ⅳ地域ぐるみの子どもたちの成長への関わりと子育て支援 

＜Ⅳ＞地域ぐるみの人々の共生と協働により子どもの成長と子育てを支援する『としま』を実現します

【１ 個々の子どもや家庭に応じた支援】      （１）子どもの安全確保 

 （２）児童虐待への対策 

 （３）障害のある子どもへの支援 

 （４）不登校・ひきこもりの子どもへの支援 

 （５）外国人の子どもへの支援 

【２ 地域の教育力の向上】                 （１）地域における教育 

 （２）地域における子育ての支援 

 （３）地域特性を活かした取組 

【３ 地域との協働体制の充実】             （１）地域団体との協働による子育て支援 

 （２）家庭､地域､学校が一体となった教育力の向上 

 （３）地域で育まれる子どもの成長 

 

計画推進のために 

４ 計画の体系と具体策 
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（２）具体的な施策                       

  計画の体系に基づいて、具体的な子ども家庭施策をまとめました。 

    〇計画前期（平成１７～２１年度）に新しく実施する事業施策は新規と表示しました。 

    〇担当課名は、平成１７年４月現在の組織名称です。 

    〇担当課は、分掌事務の変更等により変わる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理念（ねがい） 

Ⅰ権利の主体としての子どもの視点に立った施策の展開

 

目 標 

＜Ⅰ＞子どもの権利を尊重し、すべての子どもがいき 

いきと自分らしく育つ『としま』を実現します 

【１ 子どもの権利保障】 

（１） 子どもの権利を保障する取組 

【２ 子どもの遊び場・居場所の充実】 

（１） 屋外遊び場所の充実 

（２） 子どもの居場所の整備 
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【１ 子どもの権利保障】 

 

（１）子どもの権利を保障する取組 
    １９９４年、日本は「子どもの権利条約」を批准しました。豊島区では、

「子どもの権利保障」の理念を尊重し、施策全般に子どもの権利の視点を

明確にします。「子どもの権利条例（仮称）」制定、「子ども権利擁護センタ

ー（仮称）」設置とともに、子どもの権利擁護のための相談体制も充実しま

す。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

「子どもの権利条

例(仮称)」の制定 

 

新規 

「子どもの権利条約」をより具体 
化し、権利救済の根拠を与え、総 
合的な施策の展開を図るために区 
民参加のもとに「子どもの権利条 
例（仮称）」を制定する。 
 

子ども課 ＊実施予定 

・17 年度制定 

  制定後、記念シンポ

ジウムを開催 

「子どもの権利擁

護センター（仮称）」

の設置 

 
新規 

 

虐待やいじめなど、子ども自身か

らの相談に応じるために、子ども

の権利擁護委員（仮称）を配置し、

子どもの権利侵害を予防、救済す

る。 

子ども課 ＊実施予定 

・18 年度を目途に 1 か所

設置 

子どもの権利擁護

委員（仮称）相談事

業 
 
新規 

 
 
 
 

子どもの権利条例（仮称）の制定

後、子どもの権利侵害について相

談に応じ、救済や回復のために支

援をする。また、権利侵害に関わ

る調査・調整を行い、関係機関等

と連携を図り、子どもの権利侵害

を予防し、子どもの救済や回復に

努める。 

子ども課 ＊実施予定 

・18 年度を目途に開始 

「子どもの権利委

員会」（仮称）の設

置 
 
新規 

 

子どもの権利条例（仮称）の制定

後、この条例に基づく計画や施策

を検証し、その結果として制度の

改善等を提言する。 

子ども課 ＊実施予定 

・18 年度を目途に設置 
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事業名 内容 担当課 備考 
としま子ども会議

の開催 

 

新規 

子どもの社会参加・参画を推進す

るとともに「子どもが参画したと

しま区政」を実現することを目的

とし、小学生から１８歳程度まで

の子どもを対象に、区の子ども施

策や区政全般、または、子どもの

権利に関することについて、テー

マ・課題等を設定し、調査・研究・

話し合い等、子どもの意見表明の

場として開催する。 
 

子ども課 
教育指導課 

＊実施予定 

 ・年間 1～3回開催 

・10～20 名参加 

としま子ども月間

（仮称） 

 

新規 

 

地域や子どもに関わる施設と連

携、協働しながら、子どもの権利 
に関する普及を図る。 

子ども課 ＊実施予定 

・18 年度を目途に制定 

不健全図書類等規

制対策事業 
豊島区不健全図書類規制に関する

条例に基づき、毎年１１月に、各

地区の青少年育成委員会に依頼

し、各地区内の自動販売機の不健

全図書類収納状況を調査する。そ

の結果を基に区が追跡調査を行

う。 

子ども課 ＊21 年度までの目標 

・不健全図書類自動販

売設置数 10％減 

子ども家庭総合相

談事業 
配偶者の暴力から逃げてきた被害

者を一時保護し、安定した生活が

送れるようにする。ひとり親家庭

及び女性に対する相談・指導、援

助。子どもの権利を守るため、他

部署と連携して相談・指導、援助

を行う。 

 

子育て支援課 ＊実施予定 
・年間 6000 件 

エポック１０相談

事業 

一般相談、専門相談（法律相談、

ＤＶ相談等）の実施により、男女

の広範囲な問題について相談者が

自ら解決できるよう支援する。 
 

男女平等推進

センター 
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【２ 子どもの遊び場・居場所の充実】 

 

（１）屋外遊び場所の充実 
    子どもの成長にとって「遊び」は欠かせないものですが、豊島区におい

ては、１人あたりの公園面積が２３区中最低であるため、「遊び場」の確保

が重要な課題となります。このため、プレーパーク事業を充実させるとと

もに、公園の整備を推進します。 
 

事業名 内容 担当課 備考 
子どもの自由な遊

び場「プレーパー

ク」事業 

子どもが自由で豊かな遊びと多様

な体験ができるプレーパーク（冒

険遊び場）事業を、地域団体との

協働体制のもとで推進する。 
 

子ども課 ＊21 年度までの目標 

・参加人数１日あたり 

   平日 30 人 

   休日 50 人 

公園・区民の森・児

童遊園等維持管理 
区内約１６０か所の公園等を維持

管理する。 
公園緑地課  

公園・児童遊園改修

事業 

既設の区立公園・児童遊園におい 
て、住民ニーズ等を踏まえ、改修 
計画に基づいて整備する。 

公園緑地課  

東池袋公園の整備 下水道局占用終了後、全面改修す 
る。 
 

公園緑地課 ＊実施予定 

 ・工事平成 17 年度 

・面積３,２２１.９２㎡

上池袋一丁目地区

防災公園整備事業 

 

癌研病院看護師寮跡地部分を防災 
公園として整備する。 

 

公園緑地課 ＊実施予定 

 ・開園平成 20 年度 

・面積 約４,１００㎡ 

椎名町公園の整備 下水道局占用終了後、本格整備す 
る。 
 

公園緑地課 ＊実施予定 

 ・第 1 期工事 18 年度 

  第 2 期工事 20 年度 

・面積 ５,１１３.３９㎡

旧高田小学校跡地

近隣公園整備事業 

 

新規 

 

旧高田小跡地を近隣公園として整

備する。 
公園緑地課 ＊実施予定 

・面積 ７,５０２㎡ 
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（２）子どもの居場所の整備 
    子どもは友だちとの関わり合いの中で、いろいろな経験をして成長しま

す。少子化で子どもの数が減り、遊び方も変化してきました。小学生、中

高生が安心して過ごせ、子どもどうしの交流が図れるような居場所を整備

します。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

「子どもスキップ」

の開設 

 

新規 

 
 

小学校施設を活用し、学童クラブ

の機能を持たせた全小学生のため

の放課後対策として、区内２３か

所に開設する。 

子ども課 ＊実施予定 

・17 年度 6か所 

・18 年度 6か所 

・19 年度 5か所 

・20 年度 6か所 

「十代倶楽部」の開

設 

 

新規 

 

中高生のグループが自由に使え、

音楽・演劇などの文化・芸術活動

やスポーツ活動を行う場として、

またボランティア活動の拠点や友

達との語らいや情報交換の場とし

て区内２か所に開設する。 

子ども課 ＊実施予定 

・区内東西２か所開設 

（１か所は大明小学校

跡施設に開設） 
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理念（ねがい） 

Ⅱ家庭での子育ての充実と、その喜びの共有 

目 標 

＜Ⅱ＞安心して子どもを産み育て、家庭で子育ての

喜びを共有できる『としま』を実現します 

【１ 安心して子どもを産むための環境づくり】 

（１）出産までの支援 

（２）子どもの健康確保のための取組 

【２ 家庭教育の充実】 

（１）父親の育児参加の促進 

（２）母親学級等の充実 

【３ 子育て環境の充実】 

（１）子育て中の経済支援 

     （２）すべての子どもと家庭への支援 

（３）職業生活と家庭生活との両立の推進 

【４ 子育てを視野に入れた住環境整備】 

（１） 子育て期の生活環境・住環境の整備 

【５ 特に配慮が必要な家庭への対応】 

（１）障害等がある子どものいる家庭への支援 

（２）ひとり親家庭への支援 
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【１ 安心して子どもを産むための環境づくり】 

 

（１）出産までの支援 
    出産を控えた妊産婦の健康診査と出産資金面での支援により、安心して

子どもを産み育てるための環境を整備します。 
 

事業名 内容 担当課 備考 
母子健康手帳交付 妊婦に母子健康手帳を交付する。

 

健康推進課 ＊15 年度の状況 

 ・1827 件 

妊産婦健康診査事

業 

妊産婦の健康保持増進を図るため

前期、後期の２回受診票を交付し、

都内の契約医療機関へ業務委託し

て実施する。 

健康推進課 ＊15 年度の状況 

 ・受診票受理数 

  前期 1445 件 

後期 1294 件 

妊婦超音波検査受

診票交付 

出産予定日現在満３５歳以上の妊

婦を対象に妊産婦健康診査（妊娠

後期）の検査項目に超音波項目を

加え、妊婦が安心して妊娠、出産

するために、無料受診票（１回分）

を交付する。 

健康推進課 ＊15 年度の状況 

 ・受診票受理数 

  261 件 

妊娠中毒症医療給

付事業 

妊娠中毒は、出産への影響、母体

の生命にも直接関わるため、早期

適切な処置を受けられるよう、医

療費の助成を行う。 

健康推進課 ＊15 年度の状況 

 ・助成件数 2 件 

妊産婦、乳幼児保健

指導事業 
低所得者の妊産婦・乳幼児に保健

指導票を交付、指定医療機関にお

いて保健指導を受けさせる。 

 

健康推進課 ＊15 年度の状況 

 ・延件数 102 件 

妊産婦入院助産扶

助事業 
 

入院して分娩する費用に困窮する

妊産婦の介助、分娩前後の処置及

び看護に要する費用を支給する。

（指定した病院での出産に限る。）

子育て支援課  

出産費資金貸付事

業 
 

出産育児一時金支給対象者の国保

被保険者の出産に要する資金を貸

し付ける。 

国保年金課  
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（２）子どもの健康確保のための取組 
    子どもの健康は保護者にとって最大の関心事であります。子どもの年齢

に応じた、きめ細やかな健診・相談体制を図り、急な病気などに対応でき

る事業を実施します。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

妊産婦・新生児訪問

指導事業 

妊婦及び生後 1 か月以内の新生児

を対象に保健師・助産師が家庭訪

問し、日常生活指導、疾病予防、

発育・栄養等相談、異常の早期発

見、治療等について指導を行う。

 

健康推進課 ＊15 年度の状況 

 ・訪問人数 645 人 

乳児健康診査事業 ３～４か月児の乳児を対象に健康
診査、育児相談、栄養相談を行う。

並びに６～７か月及び９～１０か

月児の健診は都内の医療機関に委

託して実施する。 

健康推進課  

１歳６か月児健康

診査事業 

１歳６か月児に歯科健診、保健相

談、栄養相談、心理相談を行う。

並びに内科健診（１歳６か月～２

歳未満児）は区内医療機関に委託

して実施する。 

 

健康推進課  

３歳児健康診査事

業 

３歳児を対象に健康診査、歯科健

診、保健相談、栄養相談、尿検査、

心理相談を実施する。 

 

健康推進課  

乳幼児歯科相談事

業 

４歳未満の乳幼児を対象に歯科健

診及び歯みがき指導を実施する。

 

健康推進課  

出張健康相談事業 保健所、区の施設等を会場として、

乳幼児と母親を対象に、身長、体

重測定をし、栄養相談、保育相談、

健康教育を実施する。 

 

健康推進課  

未熟児養育医療給

付事業 

医師が入院を必要と認めた未熟児

に養育医療給付を行う。 

健康推進課 ＊15 年度の状況 

 ・給付延人数 56 人 
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事業名 内容 担当課 備考 
予防接種（定期）事

業 
ＢＣＧ・ポリオ・ジフテリア・百

日ぜき・破傷風・麻しん・風しん・

日本脳炎の予防接種を定められた

該当年齢に予診票を送付。都内委

託医療機関で個別接種（ＢＣＧ・

ポリオのみ集団接種）。また、予防

接種による健康被害医療費等給付

を行う。 

 

健康推進課  

休日診療事業 区民の健康を守るため、内科・小

児科・歯科の休日診療及び内科・

小児科の休日準夜及び土曜準夜診

療を実施する。 

地域保健課 ＊実施予定 

・年間開設日数 

休日 72 日、土曜準夜 50

日程度 

・受診者数 

休日（内科・小児科）

年間 2300 人程度 

休日（歯科） 

年間 500 人程度 

準夜（内科・小児科）

年間 380 人程度 

 

 

【２ 家庭教育の充実】 

 

（１）父親の育児参加の促進 
    子育てについての第一義的責任は父母が有し、協力していかなければな

りません。しかし、実際は父親が子どもと関わる時間は母親よりも短いと

いう統計があります。父親を対象とした事業を行い、父親の育児参加の促

進を図ります。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

子育て講座の開催 

 

新規 

 

 

父親対象で「トイレット・トレー 
ニング」「言葉と発達」などの子育 
て講座を実施する。 

子育て支援課  
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事業名 内容 担当課 備考 
父親用家事マニュ

アルの作成 

 

新規 

 

すぐできる家事について、父親向

けにマニュアルを作成し、子ども

家庭支援センター等で配付する。 

子育て支援課  

一日保育の体験 

 

自分の子どもが通う保育園に行

き、一緒に過ごすことにより、ど

うのような保育を受けているか、

身をもって体験する。 
 

保育園課  

 
（２）母親学級等の充実 
    妊娠中の栄養からお産の準備、産後には、子どもの発育や食育、そして

遊びまで、いろいろな観点から必要なことを学べる講座を開催し、相談で

きる機会を増やします。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

母親学級開催事業 妊娠中の栄養、お産の準備、産後

の摂生、保育方法について保健師

・栄養士等・助産師による講義及

び実技と歯科健診及び指導を行

う。 

健康推進課 ＊15 年度の状況 

 ・開催 60 回 

 ・受講者数延 1168 人 

両親学級開催事業 育児を父母共同の責任としてとら

え、特に父親としての役割を学ぶ

ことを目的とし、父親としての心

構え、沐浴の仕方等について指導

を行う。 

健康推進課 ＊15 年度の状況 

 ・開催 11 回 

 ・受講者数延 482 人 

母乳相談事業 母乳で育てたいと考えている母親

のために、年に１０回母乳相談事

業を実施する。 

健康推進課  

母親学級（子育て

期）の開催 

 

新規 

 

子どもの発達や食育、遊びなど、

広く子育てに関する学習を行う。 
子育て支援課  
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【３ 子育て環境の充実】 

 

（１）子育て中の経済支援 
    子どもを育てていく上で大きな負担となるのが、経済的な問題です。各

種の援助事業を継続し、医療費助成については、その助成期間の検討など

を行い、保護者の負担軽減を図ります。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

乳幼児医療費助成

事業 

就学前の子どもをもつ保護者から 
の申請に基づき乳幼児医療証を発 
行し、病院等に支払う医療費（保 
険診療の一部負担金）を助成する。 
今後は、保護者の負担軽減のため 
に、助成期間の見直しを行う。 

子育て支援課  

児童手当支給事業 小学校３年生修了時までの児童の 
監護者、生計同一者に対し、手当 
を支給することにより、家庭の負 
担を軽減する。 

子育て支援課  

私立幼稚園等園児

保護者援助事業

（入園時補助を含

む） 

私立幼稚園に在園する幼児の保護 
者の負担軽減を図るため、補助金 
を交付する。 

総務課 ＊16 年度の状況 

 （区単独補助分のみ） 

１、 園児保護者補助金 

単価 4000 円（月額） 

２、 入園時保護者補助金 

単価 2000～3000 円（1回）

就学援助事業（小

学校） 

経済的理由によって就学困難と認 
められる児童の保護者に対し、年 
４回程度に分けて就学援助費を支 
給する。 

教育総務課  

就学援助事業（中

学校） 

経済的理由によって就学困難と認 
められる生徒の保護者に対し、年 
４回程度に分けて就学援助費を支 
給する。 

教育総務課  

外国人学校児童・

生徒保護者負担軽

減補助 

外国人学校に在籍する義務教育年 
齢相当の児童・生徒の保護者の授 
業料負担軽減を図るため、補助金 
を交付する。 
 

総務課 ＊16 年度の状況 

 ・単価 6500 円（月額） 
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（２）すべての子どもと家庭への支援 
    これからは、親の就労形態を問わず、すべての子どもと子どもを育てて

いる家庭に対する支援が必要となります。このため、在宅で子育てをして

いる家庭及び父親を含めた支援をする施策に取り組みます。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

産後サポーター事

業 

産後サポーター（区民の有償ボラ 
ンティア）を援助の必要な家庭に 
派遣し、家事や育児の援助及び助

言、相談を行う。 

子育て支援課 ＊15 年度の状況 
 ・年間派遣回数 289 回 

↓ 

＊21 年度までの目標 

 ・年間派遣回数 300 回 

一時保育事業 保護者が仕事・通院・通学・育児 
疲れの解消、その他の理由で家庭 
での育児が一時的に困難となる時 
に、１歳から就学前の子どもを時 
間単位で預かり、保育する。 
 

子育て支援課 
保育園課 

＊16 年度の状況 

 ・定員 25 人、3か所 

↓ 

＊21 年度までの目標 

・定員 30 人、4 か所 

・18 年度 1か所開設予定

短期特例保育 保護者の入院・看護・葬祭等によ 
り、緊急に保育を必要とする乳幼 
児を一時的に保育園で預かる。利 
用期間は原則１か月以内とする。 
 

子育て支援課  

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

生後４３日から小学校修了時まで 
の子どもを持ち、子育ての援助を 
必要とする者（利用会員）及び子 
育ての援助者（援助会員）を対象 
とし、会員間のコーディネイトを 
行うことにより子育ての援助を行 
う。 
 

子育て支援課 
 

＊10 年度設置済 

↓ 

＊21 年度までの目標 

・援助会員養成講座年 2

回開催。 

・年間 30～40 人程度の援

助会員の増員を予定。

子どもショートス

テイ事業 

 

新規 

 

保護者の疾病、出産などにより、

一時的に保育を必要とする児童に

対して宿泊を伴う養育を行う。 

子育て支援課 ＊21 年度までの目標 
 ・定員 3人 

・3 か所 
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事業名 内容 担当課 備考 

一時保育者登録事

業 

保育が必要な事業の実施に際し、

依頼により保育を行うため、保育

者を登録・名簿掲載し、各事業の

主催者に情報提供する。 

学習・スポー

ツ課 
＊今後の予定 

・年 1回登録者を募集し、

名簿を作成。 

・保育者に対し、年 1 回

研修会を開催。 

 

東部・西部子ども家

庭支援センター事

業 

育児不安や子育てに悩む親や、子

ども自身からの相談を受け、関係

機関と連携して問題の解決を図

る。乳幼児とその親が遊びながら

１日過ごせる場所を提供する。西

部の障害児通園事業については、

平成１５年度より支援費制度へ移

行し、児童デイサービス事業とし

て実施している。 

子育て支援課 ＊今後の予定 
（両センター共通） 

・親子遊び広場：年末・年

始、国民の休日を除く毎

日実施、各センター１日

約 80 人 

・子育て機能を高めるため

の育児講座開催：各セン

ター年 10～15 回 

・連絡調整会議：年 4回 

(西部) 

・育児不安の高い母親のグ

ループ相談：年 36 回 

・関係機関対象学習会：4～

5回 

・発達支援事業児童デイサ

ービスの他、未就学児、

就学児の親子のフォロー

を継続的に実施：未就学

グループ年 40～45 回、就

学児年 3～4 回 
＊18 年度以降、2 施設の統

合を検討 
 

 

（３）職業生活と家庭生活との両立の推進 
    就労形態の多様化が進展し、保育へのニーズは高度化・複雑化してきま

した。これらに対応するため、仕事と子育てが両立できる保育サービスを

実施し、両立支援の充実を図ります。 
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事業名 内容 担当課 備考 
休日保育事業 

 

新規 

休日勤務がある保護者のために、 
休日保育を実施する。 

保育園課 ＊21 年度までの目標 

 ・定員 10 人、1か所 

・18 年 4 月開設予定 

病後児保育事業 

 

新規 

病後回復期にあり、集団保育の困

難な期間、対象児童を保育する。 
保育園課 ＊21 年度までの目標 

 ・定員 2人、1か所 

・18 年 4 月開設予定 

特定保育事業 

 

新規 

週に数回または午前のみ午後の

み、など保育に欠ける児童を保育 
する。 

保育園課 ＊21 年度までの目標 

 ・定員 6人、2か所 

保育所入所事務 ①申し込みのあった世帯について

児童の保育に欠ける状況を調査

し、入所選考を行う。 
②所得税額・住民税額に応じ、入

所決定した世帯から応益負担・応

能負担の考え方に基づき算定した

保育料を徴収する。 

子育て支援課 ＊16 年度の状況 
・選考会議を毎月開催 

（4月入所以外は月 1回）

区立保育所管理運

営 

保護者の就労・疾病等の理由によ

り、保育に欠ける乳幼児を区立保

育所で保育する。 

保育園課 ＊16 年度の状況 

 ・28 か所 

↓ 

＊21 年度までの目標 

・24 か所 

管外公立・管外私立

保育所に対する保

育委託事業 

保護者の通勤等の事情により、区

外の認可保育所への入所を希望す

る児童について、家庭状況等の調

査を行い、希望先の自治体で入所

承認を受けて、委託により保育を

実施する。また、委託先の自治体

に対して、委託経費として運営費

を支弁する。 

保育園課  

管内私立保育所に

対する保育委託及

び助成事業 

保護者の希望に基づいて、日中保

育に欠ける児童の保育を区内の認

可私立保育所に委託するととも

に、その運営費の支弁及び助成金

の交付を行う。 

保育園課 ＊16 年度の状況 

 ・6 か所 

↓ 

＊21 年度までの目標 

・10 か所 
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事業名 内容 担当課 備考 
保育室運営事業委

託 

認可保育園に入園するまで、また

は保育が不要になる状況になるま

で保育に欠ける子どもに十分な保

育を施すため、都区で定める一定

の基準を満たした保育室と委託契

約を締結。保育室は、少人数の特

徴を生かした家庭的できめ細かな

保育、産休明けからの延長保育等

保護者の実態に合った保育を行

う。 
 

子育て支援課  

通常保育事業 保護者の就労等により、保育に欠 
ける乳幼児を保育する。 
 
 
 

 

保育園課 ＊16 年度の状況 

 ・定員 3177 人、34 か所 

↓ 

＊21 年度までの目標 

・現状維持 

延長保育事業 通常保育の時間を超えて勤務があ 
る保護者のために、保育時間の延 
長で対応する。 
 
 
 

保育園課 ＊16 年度の状況 

 ・定員 610 人、29 か所 

↓ 

＊21 年度までの目標 

・現状維持 

夜間保育事業 夜１０時までの夜間保育を実施す 
る。 

保育園課 ＊16 年度の状況 

 ・定員 30 人、1か所 

↓ 

＊21 年度までの目標 

 ・現状維持 

 
【４ 子育てを視野に入れた住環境整備】 

 

（１）子育て期の生活環境・住環境の整備 
    子どもにとって住環境は非常に重要でありますが、豊島区では家賃が高

いなどの問題があり、必ずしも良好な環境とはいえません。このため、子

育て中の世帯にとって良質な住環境を整備するための施策に取り組みます。 
 



 48

事業名 内容 担当課 備考 
区立区民住宅管理

事業 

区内１７か所の区民住宅の維持管

理及び利用予定者の公募を行う。

住宅課 ＊16～20 年度の合計事業量

・50 戸 

区民住宅の入居者

資格の見直し 

 

新規 

 

ファミリー世帯の定住を促進する

観点から入居資格要件のうち「義

務教育終了前の児童がいること」

という要件を削除する。また４０

歳未満の若年夫婦については、２

人でも入居できるように改める。

住宅課  

親世帯との近居・同

居に対する支援 

 

新規 

 

①親もしくは子との同居に応じた

間取りの変更工事等のリフォーム

に対する助成制度の導入を図る。

②親世帯との近居を支援するた

め、ファミリー世帯に対する家賃

補助制度の導入を図る。 

住宅課 ＊16～20 年度の合計事業量

①４０件 

②３０世帯 

良質なファミリー

向け住宅の供給誘

導 

 

新規 

 

都心共同住宅供給事業等を活用

し、敷地の共同化や快適な住環境

の形成を図りつつ、ファミリー向

けの良質な住宅の建設を誘導す

る。 

住宅課 ＊16～20 年度の合計事業量

 ・1450 戸 

区営住宅管理事業 区内１０か所の区営住宅の維持管

理及び利用予定者の公募を行う。

 

住宅課 ＊16～20 年度の合計事業量

・80 戸 

区営・区立福祉住宅

管理事業 
区内１４か所の福祉住宅の維持管

理及び利用予定者の公募を行う。

住宅課 ＊16～20 年度の合計事業量

・20 戸 

安心住まい提供事

業 

立退き等により緊急に住宅を確保

しなければならない高齢者・障害

者・ひとり親世帯に、借上民間賃

貸アパートをあっせんする。 

住宅課 老朽住宅借替え 

高齢者世帯等住み

替え家賃助成事業 

区内の民間賃貸住宅に住む高齢

者・障害者・ひとり親世帯で、取

り壊しによる立ち退きを求められ

た世帯が区内転居する場合に、従

前の家賃と転居後の家賃との差額

の一部を助成する。 

住宅課 ＊16～20 年度の合計事業量

・90 世帯 
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事業名 内容 担当課 備考 
高齢者等入居支援

事業 

引き続き区内に居住することを希

望しながらも住宅の確保が困難な

高齢者・障害者・ひとり親世帯に

対し、東京都宅地建物取引協会豊

島区支部及び全日本不動産協会豊

島文京支部との連携による「住宅

情報の提供」を行うほか、区の家

賃等の債務保証制度等の活用によ

る入居促進制度利用者への利用料

の一部助成を行う。 

 

住宅課 ＊16～20 年度の合計事業量

・80 世帯 

交通安全施設整備

事業 

区管理の道路において、自動車・

歩行者等の日常生活に支障をきた

さないための安全確保を行う。 

 

道路整備課 ＊15 年度の状況 

 ・交通安全施設に係る処

理件数･･･716 件 

 

歩行者路網対策事

業 

交通安全用看板等の設置及びスク

ールゾーンカラー舗装工事を実施

する。 

交通安全課 ＊今後の予定 

・スクールゾーンカラー

舗装･･･年 12 か所程度

・交通安全用看板設置及

び更新･･･年 60 枚程度

街路灯事業（防犯

灯） 

夜間における区民の安全を確保す

るため、町会が保有している防犯

灯に対し、補助金を交付する。 

 

公園緑地課  

街路灯維持管理事

業 

夜間における区民の安全を確保す

るため、区が設置した約１万３０

００基の街路灯の維持管理を行

う。 

公園緑地課  

 
【５ 特に配慮が必要な家庭への対応】 

 

（１）障害等がある子どものいる家庭への支援 

    障害のある子どものいる家庭に対しては、個々の状況に応じた適切な支

援が必要となります。このため、各種手当の支給など、きめ細かな施策を

展開します。 
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事業名 内容 担当課 備考 
障害児福祉手当

（国）支給事業 
心身に重度の障害を有し、日常生

活において常時介護を要する２０

歳未満の方（所得制限等有り）を

対象とし、国の手当を支給する。

 

障害者福祉課  

障害児夏休みクラ

ブ等育成助成事業 

団体が実施している心障学級や養

護学校に通学している児童のため

の春・夏休みや土曜日における遊

び場の設定に補助金を交付する。

 

障害者福祉課  

心身障害者（児）お

むつ支給事業 

寝たきりまたは失禁状態のため、

おむつが必要な心身障害者（身体

障害者手帳２級以上・愛の手帳２

度以上・脳性まひ・進行性筋萎縮

症者）を対象とし、月１００枚を

限度として受給者宅へ現物を配送

する。 

中央保健福祉

センター 
 

心身障害者（児）お

むつ購入費助成 
 

入院中でおむつの支給が受けられ

ない心身障害者（身体障害者手帳

２級以上・愛の手帳２度以上・脳

性まひ・進行性筋萎縮症者）を対

象とし、月５，０００円を限度と

して、おむつ代を助成する。 

中央保健福祉

センター 
 

障害児に対する支

援費支給事業 

居宅介護事業（ホームヘルプサー

ビス）、デイサービス事業、短期入

所事業（ショートステイ）を利用

した障害児に対し、支援費を支給

する。 

中央保健福祉

センター 
子育て支援課 

 

身体障害児童に対

する補装具交付事

業 

身体障害者手帳を所持している、

１８歳未満の児童を対象とし、補

装具を交付する。 

中央保健福祉

センター 
 

小中学校心身障害

学級就学奨励費 

心身障害学級在籍児童の保護者の

負担能力に応じて、給食費・学用

品等を学期毎に支給する。 

(就学援助認定者は除く) 

教育総務課  
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事業名 内容 担当課 備考 
障害児育成医療給

付事業 

保護者が区内在住の１８歳未満の

児童で身体上の障害を有する方、

また現存する疾患を放置すると障

害が残り、治療効果が期待できる

方を対象とし指定医療機関におけ

る医療給付及び治療用補装具看護

及び移送代の支給をする。 

 

健康推進課  

結核児療育医療給

付事業 
１８歳未満の児童で骨関節結核及

びその他の結核にかかっている方

のうち治療のため医師が入院を必

要と認めた方に、指定医療機関に

おける入院医療及び日用品、学用

品の給付を行う。 

 

健康推進課  

 
（２）ひとり親家庭への支援 
    ひとり親家庭への相談体制を充実させるとともに、生活支援のための経

済援助等、各家庭の状況に応じたきめ細かな支援を推進します。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

児童育成手当支給

事業 

① 母子家庭または父子家庭等で 
１８歳に達する日以降の最初の３

月３１日までの間にある児童の保

護者 ②障害を有する２０歳未満
の方の保護者を対象に、申請に基

づき、所得制限内であるか等につ

いて審査を行い、手当を支給する。 

子育て支援課  

児童扶養手当支給 母子家庭等で１８歳に達する日以

降の最初の３月３１日までの間に

ある方、または障害を有する２０

歳未満の方の監護者または養育者

を対象に、申請に基づき、所得制

限内であるか等について審査を行

い、手当を支給する。 
 

子育て支援課  
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事業名 内容 担当課 備考 
ひとり親家庭医療

費助成 

ひとり親または監護生計維持者及

び児童の保険診療の一部負担金を

区が負担する。 

子育て支援課  

ひとり親家庭等家

事援助事業  

ひとり親を対象に、無料で家政婦

を派遣し、日常の家事の援助を行

う。 
 

子育て支援課  

母子福祉資金貸付

事業 

母子家庭を対象に、修学資金・就

学支度資金等の貸付を行う。 
子育て支援課 ＊実施予定 

・年間 90 件貸付〔修学す

る者（子）の申請可〕

緊急一時保護宿泊

費助成事業 
母子・女性を対象とし、配偶者か 
らの暴力から逃げてきた被害者を 
ホテル等に一時保護する。 
 

子育て支援課 ＊16 年度の状況 
・年間約 80 件 

私立母子生活支援

施設保護委託及び

助成事業 

母子を入所させて保護するととも

に、自立促進のため生活のあらゆ

る分野での指導・相談・援助を行

う。 
 

子育て支援課  

私立母子生活支援

施設相談事業助成 

ひとり親家庭の抱えるさまざまな

心の問題について、専門的な知識

及び経験を有する臨床心理士が相

談に応じる。事業は、母子生活支

援施設「愛の家ファミリーホーム」

に委託している。 

子育て支援課 ＊16 年度の状況 
・週 1回実施 

私立母子生活支援

施設等緊急一時保

護委託事業 

母子等を一時的に母子生活支援施

設に保護し、生活指導・相談、生

活用品の貸与、日用品・食費の支

給等を行う。事業は「愛の家ファ

ミリーホーム」「皐月」に委託して

いる。 
 

子育て支援課 ＊16 年度の状況 
・DV 等の被害より保護 

約 140 件 

母子福祉会事業助

成 

母子福祉会が行う事業に助成金を

交付する。 
 

子育て支援課 ＊実施予定 
・年間 100～120 人参加 
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理念（ねがい） 

Ⅲ保育所、幼稚園、学校での生活の充実と各施設の 

有効活用 

目 標 

＜Ⅲ＞楽しく充実した保育・教育機関で子どもを 

育てる『としま』を実現します 

【１ 保育所、幼稚園の充実】 

（１）保育所の充実 

     （２）幼稚園の充実 

【２ 幼稚園と保育所の連携】 

     （１）幼稚園と保育所の連携 

【３ 学校教育の充実】 

     （１）教育内容の充実 

（２）教育環境の整備 
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【１ 保育所、幼稚園の充実】 

 

（１）保育所の充実 
     仕事と子育ての両立を支援するためには、保育所の充実は重要な課題

となります。多様な保育ニーズに対応できるように、公立・私立保育所

の協働体制を構築し、充実を図ります。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

区立保育所の民営化

 

新規 

多様化し、複雑化した保育需要 
や新たな子育て支援需要に公私 
協働で対応していくため、区立 
保育所の民営化・委託化を進め 
る。 

保育園課 ＊実施予定 

・18 年度 2 園 

（南池袋、駒込第三） 

・19 年度 1 園 

（雑司が谷） 

・20 年度 2 園 

（南大塚、西池袋第一）

・21 年度 2 園 

（千早第一、池袋本町）

認証保育所運営費等

補助事業 

区内に設置される認証保育所の

開設準備経費の補助、及び区内

在住児が入所する認証保育所の

運営費の補助を行う。 

保育園課 ＊16 年度の状況 

 ・定員 66 人、2か所 

↓ 

＊21 年度までの目標 

 ・定員 100 人、3か所 

南池袋三丁目地区福

祉基盤等整備事業 

南池袋三丁目地区（旧雑司が谷

小学校跡地）に保育所を整備す

る社会福祉法人に対し、用地費

全額及び施設整備費の一部を補

助する。また、施設建設後に廃

園となる区立保育所在籍園児の

円滑な移行に係る助成を行う。 
 

保育園課 ＊実施予定 

・平成 18 年 4 月新保育所

開所 

 
（２）幼稚園の充実 
    幼児期は人格形成の大切な時期であるため、幼稚園の充実を図るととも

に、地域の実態や多様化する保護者のニーズに応えるため、サポート保育

（預かり保育）を推進します。 
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事業名 内容 担当課 備考 
私立幼稚園教育環境

整備費補助金 
私立幼稚園の経営の安定と教育

の充実及び心身障害児教育の教

育条件の維持・向上を図るため、

補助金を支給する。 
 

総務課 ＊16 年度の状況 

・交付園 18 園 

区立幼稚園管理運営 区立幼稚園の運営により、幼児

教育の場を提供し、幼児の心身

の発達を助長する。 
 

教育総務課  

サポート保育（預か

り保育）の推進 
幼稚園で実施するサポート保育 
（預かり保育）を需要に応じて 
実施する。 

総務課 
子育て支援課 
教育総務課 

 

 
【２ 幼稚園と保育所の連携】 

 

（１） 幼稚園と保育所の連携 
    幼稚園と保育所については、地域や保護者の多様なニーズに応じた設

置・運営が求められているため、両施設を有効に活用させるための施策を

実施・検討します。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

幼保一体化の総合施

設の整備検討 

 

新規 

幼児教育と保育についてのニー

ズの多様化に対応するため、幼

保一体化の総合施設の設置を検

討する。 
 
 
 

保育園課 
教育総務課 
教育指導課 
教育改革推進

課 
総務課 

 

研修の合同実施につ

いての検討 

 

新規 

 

 

子どもの理解、時代に即した保 
育を実践するため幼稚園教諭と 
保育士との研修を合同実施でき 
るよう検討する。 

子ども課 
教育指導課 
総務課 

 



 56

事業名 内容 担当課 備考 
各種事業の共同開催

 

新規 

節分、七夕等の季節行事や運動

会、発表会を幼稚園と保育所で

共同開催し、子どもたちの交流

と親睦の機会を増やす。 
 

保育園課 
教育総務課 

 

 

【３ 学校教育の充実】 

 

（１）教育内容の充実 
    子どもの豊かな人間性や社会性を育むため、通常授業以外にも特色ある

学習内容を実践します。個別に対応が必要な場合には、個々の状況に応じ

た、きめ細かい適切な指導を行います。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

移動教室(小学校) 区立小学校の小学生を対象に宿

泊をともなう移動教室を実施

し、自然観察等の学習を行う。 
 
 

学校運営課  

移動教室(中学校) 区立中学校の中学生を対象に宿

泊を伴う移動教室を実施し、規

律ある生活態度を身に付け、健

康・体力の増進を図る。 
 
 

学校運営課  

日光林間学校 区立小学校の６年生を対象と

し、７月下旬から８月初旬に、

日光において、２泊３日の行程

で自然観察等の学習を行う。 
 

学校運営課  

心身障害学級秩父移

動教室 
小学校心身障害学級の３年生か

ら６年生を対象とし、５月上旬

に、秩父において、１泊２日の

行程で自然観察等の学習を行

う。 
 

学校運営課  
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事業名 内容 担当課 備考 
心身障害学級中学校

移動教室 

中学校心身障害学級全学年を対

象とし、猪苗代または山中湖に

おいて、２泊３日の行程で自然

観察等の学習を行う。 

学校運営課  

心身障害教育充実 心身障害教育担当教員のための

研修会を行う。 
 

教育指導課  

中学校の少人数指導

事業 
中学生学力向上事業の一環とし

て、区立中学校に習熟度別学習

など、個に応じた指導を行うた

めの講師を各校２科目程度派遣

する。 

教育指導課  

水曜トライアルスク

ール 

中学生学力向上事業の一環とし

て主に毎週水曜日の放課後、２

時間程度「英語検定」「数学能力

検定」「漢字検定」等の合格を目

指して学習する教室を開催す

る。 
 

教育指導課  

外国人講師の学校派

遣（小学生） 

外国人講師を、５・６年生以外

の児童を対象とし、年１４時間

派遣する。 
 

教育指導課  

区立小学校英語教育

推進事業 

区立各小学校の５・６年生に週

１回程度外国人講師を派遣し、

英語教育の推進を図る。 
 

教育指導課  

外国人講師の学校派

遣（中学生）  

 

外国人講師を、中学２年生は年

間３０時間、１、３年生は年間

９時間派遣する。 
 

教育指導課  

豊島スクールスタッ

フ事業 
総合的な学習の時間や特色ある

教育活動等に必要とする人材を

講師として派遣する。 

 

教育指導課  
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（２）教育環境の整備 
    子どもが充実した学校生活を送るためには、教育環境の整備が前提とな

ります。学習環境に適した安全・快適な施設整備などの推進を図ります。

また、子ども、保護者、教員等への相談体制を整備します。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

小中学校施設整備 児童の学習環境に適した、また、
安全で快適な学校生活を送れる

ように、区立小中学校の施設（校

舎、屋内運動場、プール、校庭、

校具、みどり、諸設備等）の整

備を充実させる。 

学校運営課 ＊実施予定 

・17～18 年度の 2年間で、

小学校 11 校の普通教室、

計 109 室に冷暖房機を設

置。同 2年間で、小学校 5

校、中学校 3 校の耐震補

強工事を実施 

 

竹岡健康学園 区立小学校の３年生以上の喘

息・肥満・虚弱・偏食児童を対

象としている。区立小学校に募

集チラシを配布し、入園希望者

に対して説明会、バス見学会、

入園面接、健康診断を実施し、

選考会において入園を決定す

る。その他、施設の整備・維持

管理を行う。 
 

教育指導課 
学校運営課 

 

新中学校建設事業 区立明豊中学校と長崎中学校を

統合し、新中学校を建設する。 
 
 

学校運営課 ＊実施予定 

・18 年 1 月末竣工 

・同年 4月新校舎開校 

小中学校学習用コン

ピューター環境整備 
小中学校教育における情報活用

能力及び国際性の養成を推進す

るため、コンピューター等の機

器をリースにより配備し、ソフ

ト・消耗品等の経費予算を配分

する。また、学校内のＬＡＮ環

境やインターネット環境を整え

る。 

 

学校運営課 ＊実施予定 

・17 年度、校内ＬＡＮを

小学校 2 校、中学校１

校に敷設 
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事業名 内容 担当課 備考 
部活動維持 ①区立中学校の部活動に、外部

指導員を依頼する。②ブラスバ

ンド部の楽器の購入・修理をす

る。 

①教育総務課 
②学校運営課 

 

学校栄養士雇用 安全で円滑な給食事業を行うた

め、区費で非常勤栄養士を雇用

し、都費栄養職員が配置されて

いない学校へ配置する。 

学校運営課  

小中学校学校保健管

理 
児童・生徒に対する各種健診事

業及び、学校の管理下における

事故等に対する共済給付を行

う。 

 

学校運営課  

小中学校環境衛生 学校環境衛生検査（飲料水・給

食室・照度・騒音等）及び、校

舎内・校庭に発生した害虫の駆

除を行う。 
 

学校運営課  

学校運営連絡協議会

運営 

開かれた学校づくりを推進し、

学校の活性化を図るため、各学

校で会議を年２回以上運営す

る。 

教育指導課  

区立小学校生活指導

支援事業 

教員の指導力不足、児童の問題

行動等の要因により、学校が正

常に運営できない状況が発生し

た場合に、学級の立て直しを支

援するため、教育経験を有する

学級経営補助員を配置する。 
 

教育指導課  

教育情報提供 教育情報提供の収集、整理保管

をし、区立小・中学校へ提供す

る。また、区立小・中学校の教

育に関する問題・課題について

調査研究を行うほか、教科書の

常設展示及び展示会を開催す

る。 

教育指導課  
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事業名 内容 担当課 備考 
特色ある学校づくり

推進事業（プロポー

ザル制度） 

幼稚園、小・中学校を対象とし、

児童・生徒及び地域の実態や区

の教育課題に応じた特色ある教

育活動を展開して魅力ある学校

教育を行う。学校の提案内容に

応じて、予算配分を決める。 

教育指導課  

こども科学教室 区内在住の小学校５・６年生、

中学校１年生を対象とし、学校

週５日制対応として学校では行

わない実験を通して、児童・生

徒に理科・科学への興味をもた

させ、学習効果を上げるため、

科学教室を開催する。年間計画

に基づき、理科の実験・観察学

習を年１０回行う。 

教育指導課  

開かれた教育推進事

業の紹介事業 

広く区民に学校教育の内容を周

知するため、「学校案内」のカラ

ー化、教育委員会報「教育だよ

り豊島」の発行、ホームページ

の運営を行う。 

教育指導課 
教育総務課 

 

スクールカウンセラ

ー派遣事業  

都公立学校スクールカウンセラ

ー、教育センター相談員を区立

小中学校に派遣し、いじめや不

登校などの問題行動等を未然に

防止するためのカウンセリング

や教員への助言を行う。 

教育指導課  

教育相談  

 
いじめ・不登校等教育上の悩み

をもつ子ども、保護者、学校、

保育園、幼稚園関係者を対象に

臨床心理士によるスクールカウ

ンセリングを行い、また、教育

センターでの来所相談、電話相

談を受ける。 

教育指導課  
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理念（ねがい） 

Ⅳ地域ぐるみの子どもたちの成長への関わりと子育て支援

 

目 標 

＜Ⅳ＞地域ぐるみの人々の共生と協働により子どもの

成長と子育てを支援する『としま』を実現します 

【１ 個々の子どもや家庭に応じた支援】 

（１）子どもの安全確保 

（２）児童虐待への対策 

（３）障害のある子どもへの支援 

（４）不登校・ひきこもりの子どもへの支援 

（５）外国人の子どもへの支援 

【２ 地域の教育力の向上】 

（１）地域における教育 

     （２）地域における子育ての支援 

     （３）地域特性を活かした取組 

【３ 地域との協働体制の充実】 

（１）地域団体との協働による子育て支援 

（２）家庭、地域、学校が一体となった教育力の向上 

（３）地域で育まれる子どもの成長 
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【１ 個々の子どもや家庭に応じた支援】 

 

（１）子どもの安全確保 
    交通事故、子どもの連れ去り、施設への不審者の侵入など、子どもが事

故や犯罪に巻き込まれるケースが非常に増えています。このため、子ども

の安全を確保するための各種対策を講じます。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

メール送信システ

ムの導入 

 
新規 

保育園、小中学校、「子どもスキッ

プ」における不審者情報等の提供

を行うメール送信システムを導入

するとともに、「豊島区安全安心情

報」を区のホームページで閲覧で

きるようにする。 
 
 

治安対策担当

課 
＊実施予定 

 ・17 年度開始 

防犯出前講座の実

施 

 
新規 

 
 

保護者向けの親子コミュニケーシ

ョンスキルの出前講座を実施す

る。 

治安対策担当

課 
＊実施予定 

 ・17 年度開始 

防犯カメラの設置 

 
新規 

 
 

セキュリティー向上のため、小中

学校及び「子どもスキップ」に、

防犯カメラを設置する。 

治安対策担当

課 
＊実施予定 

 ・17 年度開始 

子ども１１０番 協力していただける方にプレート
を掲出してもらい、助けを求めて

きた子どもを避難させてもらう。 
 

治安対策担当

課 
＊16 年度の状況 

 ・「子ども 1１０番の家」

の皆様にお願いしたいこ

と（マニュアル）を作成

し、プレートを掲出して

もらっている家に配付  

約 2000 部 
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事業名 内容 担当課 備考 
安全・安心パトロ

ールの実施 
区民からの相談等について調査に

出向き、当分の間の対応としてパ

トロールを行うほか、学校や児童

施設の安全点検を行う。 
 

治安対策担当

課 
＊実施予定 

 ・1 隊 2 名 

 ・区内全域（主に区立小

学校等の施設に立ち寄

り、安全点検。その他犯

罪発生等により地域を指

示。） 

 ・自転車使用 

 ・指示により、防犯パト

ロール任務につく場合あ

り 

 

防犯ブザーの配布 小・中学生全員に防犯ブザーを貸
与し、登下校時の安全確保を図る。 
 
 

学校運営課  

小学校学童誘導 児童の通学時の交通事故を未然に
防止し、安全を確保するための業

務委託を行う。 
 

 

教育総務課 ＊16 年度の状況 

・56 か所 

・小学校区域ごとの交通

危険か所に誘導員を配置 

交通安全対策事業 春・秋の交通安全運動を中心とし
て、年間を通じた広報・啓発活動

を実施する。各種交通安全教室・

講習会の実施。交通安全資材の貸

出し、交通安全協会活動支援など

を行う。 

交通安全課 ＊実施予定 

・交通安全協議会 

  年 2 回開催 

・講習会の実施 

  年 20 回開催 

・交通安全資料購入 

  ﾋﾞﾃﾞｵﾃｰﾌﾟ年 5 本程度 

・交通安全協会活動支援

（池袋、目白、巣鴨）

 

子ども事故予防セ

ンター運営 

健診事業を利用した保護者への事

故予防啓発の実施。パンフレット

の配布、事故予防ビデオの貸し出

しを行う。 
 

健康推進課  
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（２）児童虐待への対策 
    虐待は深刻な問題となっており、区のみによる対応には限界があります。

このため、各関係機関と連携して取り組むシステムを構築します。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

子どもの権利擁護

事業 

①児童虐待の予防・防止に関する

ネットワークの重層的整備を図

る。②児童問題に関する各関係機

関相互の調整とケース管理を行

う。③マニュアル等を教材とした

職員研修の充実を図る。④児童虐

待防止に関する普及・啓発活動を

進める。 

子育て支援課 ＊今後の予定 
・ケース会議開催 

・児童相談センター連絡

会  月１回 

・職員研修 年約 10 回 

・情報誌の発行 年 4回

・ビデオの活用 

（貸出：保健所、保育所）

 

 

 

虐待防止の仕組み

づくり 

平成１２年度に虐待防止ネットワ

ークが構築されているが、より効

果的な仕組みづくりについて検討

する。 

子育て支援課 ＊今後の予定 
◎子ども家庭支援センター

・虐待防止連絡会議  

年１回 

・専門部会  

年 6 回 

参加機関 19 

◎先駆型子ども家庭支援セ

ンター 

・見守りサポート事業 

・虐待防止訪問支援事業

 

 

 

 

（３）障害のある子どもへの支援 
    障害のある子どもには、年齢や障害の違いによるきめ細やかな対応が必

要となります。このため、一人ひとりのニーズに応じた適切な教育的支援

を展開するとともに、家族や関係職員を対象とした相談を行います。 
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事業名 内容 担当課 備考 
特別支援教育の実

施 

 

新規 

１７年度内に、各小・中学校に特 
別支援教育のための「校内委員会」 
を設置し、校内の支援体制の構築 
・充実を図るとともに、特別支援 
教育に関する教員研修を実施す

る。特別支援教育検討委員会にお

いて、１９年度からの特別支援教

育のあり方について協議する。 

 
 

教育指導課  

小学校心身障害学

級運営 

外部講師を招いての研修会の実

施、心身障害学級の発表会「まと 
め展」の経費の支出及び「ことば 
ときこえの教室」等の運営を行う。 
また、保護者からの相談に対して、 
指導・助言をするとともに、就学 
相談委員会を設置し障害児の適切 
な就学先について検討・決定を行 
う。 
 
 

教育指導課  

中学校心身障害学

級運営 

心身障害学級案内や研究年報の印 
刷及び心身障害学級の発表会「ま 
とめ展」の経費の支出。また、保 
護者からの相談を受け、適切な教 
育環境を検討する。 
 
 
 

教育指導課  

心身障害学級指導

員等配置 

心身障害学級に指導員を配置し、 
担任教諭の補助業務、児童・生徒 
の生活習慣の指導。また介助員を 
配置し、児童の安全管理を行う。 
 
 
 

教育指導課  
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事業名 内容 担当課 備考 
障害児保育事業 ①障害のある乳幼児を保育所で保

育し、集団の中で生活することに

よる成長を図る。 
②発達上問題のある子どもとその 
家族及び関係職員を対象とし、専 
門家による、発達に関する相談を 
行う。また、保育所や児童館を巡 
回して障害児保育に関する具体的 
なアドバイスを行う。 
 
 

①保育園課 
②子育て支援

課 

 

 

（４）不登校・ひきこもりの子どもへの支援 
    不登校やひきこもりの状態にある子どもが安心して過ごせる居場所の整

備に取り組んでいきます。また、さまざまな学習指導、適応指導により自

己学習の機会をつくるとともに、通級できるように促します。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

不登校・ひきこもり

のための居場所整

備 

 

新規 

 

不登校やひきこもりの子どものた

めに、年齢に関係なく、安心して

すごせる居場所を整備する。 

子ども課  

マイスクールネッ

ト事業 
適応指導教室にも参加できないひ

きこもりの状態にある児童・生徒

に対し、インターネットを介して

学習指導、適応指導を実施する。

児童・生徒は、家庭からインター

ネットを介して自分のペースで学

習内容・時間を選択して自己学習

をする。また、担当者とのメール

交換、担当者の家庭訪問等を通し

て、まず、適応指導教室への通級

をめざす。 

教育指導課 ＊21 年度までの目標 

・ひきこもり状態にある

児童・生徒の半減 
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事業名 内容 担当課 備考 
柚の木教室 区立小・中学校の不登校児童・生

徒に対して、それぞれの状況に応

じ、学習の援助や助言を行う。各

学校・家庭を訪問したり、関係諸

機関との連携を図ったりしてい

く。 

教育指導課  

生活体験学習 教育センターの適応指導教室に通

所している不登校傾向の児童・生

徒に対して、遠足、宿泊体験学習

を実施し、学校とは違う小集団の

中での集団活動を体験させる。 

教育指導課  

 

（５）外国人の子どもへの支援 
    外国人家庭は年々増加しているため、日本語の習得を目的とする授業を

行い、学習理解、生活習慣の習得を目指します。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

日本語学級運営 区立小学校に就学している日本語

能力が不十分な児童に、日本語の

習得を目的とする授業を行い、学

習理解、生活習慣の習得を容易に

する。 

教育総務課 ＊16 年度の状況 

・豊成小学校 １学級 

・池袋小学校 ２学級 

日本語指導教室 帰国・外国人児童・生徒に対し、

日本語指導をし、相談や適応指導

を行う。 
 

教育指導課  

外国人児童・生徒に

対する通訳派遣 

日本語の会話の力が十分でない外

国人児童・生徒及び保護者に対し、

一定期間通訳を派遣する。 
 

教育指導課  

外国人児童の保育 言葉や習慣の違いから保育への

不安を持っている、区内在住の外

国人の乳幼児を受け入れ、保護者

が安心して働ける環境を作る。 
 

保育園課  
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【２ 地域の教育力の向上】 

 

（１）地域における教育 
    地域の教育力は低下してきており、各種講座の開催、啓発誌発行などに

より回復を図る施策を展開します。 
 

事業名 内容 担当課 備考 
人材リストの作成 

 

新規 
 

 

子育ち・子育てに関する知識や技

能のある個人や団体のリストを作

成し、活用する。 

子ども課  

子ども家庭部研修 専門知識を有し、地域や団体の実

情に即した対応・支援ができる職

員を育成するため、区立保育所、

私立保育所、認証保育所、認可外

保育施設及び区立幼稚園、児童館

の全職員を対象とした専門研修を

実施する。 

子ども課 ＊実施予定 

・17 年度 年間約 50 件 

 

 

家庭教育推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

①各小学校区域より１～２名の家

庭教育推進員を選出し、学びあい

の場とする。さらに、その成果を

各家庭にフィードバックしてい

く。 
②家庭教育学級を開催し、家庭教

育のあり方やその重要性をともに

考える。 

③ＰＴＡによる家庭教育講座の開

催を支援する。 
 

①②学習・ス

ポーツ課 

③教育総務課

＊16 年度の状況 

・家庭教育推進員 

年 8 回の全体会と学習

発表会を開催 

・家庭教育学級 

コース別講座を開催 

延回数20 回 

延人数 300 名 

・家庭教育講座 

延回数 25 回 

延人数 1250 名 

男女共同 

参画啓発事業 
一般区民・団体・事業者を対象と

し、啓発講座の開催、啓発誌の発

行、区民企画事業の開催を行う。 
 
 

男女平等推進

センター 
＊実施予定 

・講座 年 8回 

・啓発誌 年 2 回 

・区民企画事業 年 4回
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事業名 内容 担当課 備考 
エポック１０管理

運営事業 

一般区民・団体・事業者（当セン

ターの目的に合った研修等の利用

に限る）を対象とし、施設の貸出

し、図書・ビデオの貸出し、交流

コーナーの場の提供を行う。 
 

男女平等推進

センター 
 

 

（２）地域における子育ての支援 
    今後は、保育園に通っている子どもの親だけではなく、在宅で子どもを

みている親たちへの支援が必要となります。保育園がこれまで培ってきた

知識・経験を地域に還元する事業を展開します。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

乳幼児健全育成事

業 
育児情報の提供、子育て不安の解

消を目的に、ふれあい体験保育、

育児相談を実施する。 
 
 

保育園課  

 

（３）地域特性を活かした取組 
    子どもが成長していく過程で、区の特性を理解し、さまざまな文化・芸

術に接することは非常に重要です。このため、豊島区の地域特性を活かし

た、各種事業を実施します。 
 

事業名 内容 担当課 備考 
普及推進事業 一般区民、リサイクル・清掃推進 

員、事業者、区内在学の小中高生 
を対象とし、リサイクル講座、リ 
サイクル実践教室、ポスター募集、 
リサイクル環境フェア、マイバッ

グ・再生品利用キャンペーン、コ

ンポスト化容器等あっせん、子ど

も向けパンフレット作成・エコＰ

バッグの販売等を実施する。 
 
 

エコライフ課  
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事業名 内容 担当課 備考 
子ども向け環境学

習講座事業の開催、

子どもの自主的な

環境学習活動の支

援等 

新エネ・省エネ設備等の紹介を始 
め、身近なことから環境問題を考 
えていく体験型学習講座を開催す 
る。また、子どもたちが仲間とと 
もに主体的に環境に関する学習や 
活動を行う子どもエコクラブの支 
援等を行う。 
 

環境保全課  

赤い鳥児童文学賞

実施助成事業 

豊島区目白が童話・童謡雑誌「赤

い鳥」の創刊地であることから、

「赤い鳥文学賞」「新美南吉児童文

学賞」「赤い鳥さし絵賞」の贈呈式

実施運営に対する助成を行う。 
 
 

文化デザイン

課 
 

文化芸術創造支援

事業 

旧朝日中学校施設を活用し、ＮＰ

Ｏ団体が行う文化芸術創造事業を

支援する。舞台芸術団体等の稽古

場などとして場の提供を行うほ

か、各種講座、シンポジウム、ワ

ークショップ等を実施する。特に

ワークショップについては、子ど

もと芸術を結びつけ、理解を深め

るためのプログラムに取り組む。 
 

文化デザイン

課 
 

としま区民芸術祭

助成 
区民文化祭、舞踊鑑賞講座等にお

いて、子どもの発表機会や各分野

の文化芸術に触れる機会を設け

る。 

 

文化デザイン

課 
＊実施予定 

・各分野年１回 

ジュニア・アーツ・

アカデミー他 

東京音楽大学等の協力を得なが

ら、区内の児童（小学生）が気軽

に音楽や演劇など、さまざまな芸

術に触れ、親しむ場と機会を提供

する。 

文化デザイン

課 
＊実施予定 

・定期練習 年間 24 回 
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事業名 内容 担当課 備考 
池袋演劇祭助成 池袋の「劇場都市」のイメージを

定着させ、区民が芸術に親しむ機

会を提供するため、豊島区舞台芸

術振興会による「池袋演劇祭」に

助成を行う。 
 

文化デザイン

課 
＊実施予定 

・毎年９月開催 

庁舎ロビーコンサ

ート 
区民に広く音楽に接する機会を提

供するため、東京音楽大学の協力

により本庁舎ロビーで昼休みにコ

ンサートを行う。 

文化デザイン

課 
＊実施予定 

・17 年度 5回 

池袋西口公園ステ

ージライブ 

区民が芸術に親しむ機会を提供す

るため、池袋西口公園野外ステー

ジを会場にコンサート等を実施す

る。 

文化デザイン

課 
＊実施予定 

・17 年度 4回 

区民参加による 

アート・ステージ 

 

新規 

東京音楽大学及び東京芸術劇場と

連携し、子どもから大人まで幅広

い層の参加により、オペラなどを

公演する。平成１７年度はオペラ

「夕鶴」を公演する。 
 

文化デザイン

課 
＊実施予定 

 ・練習 月 2～3 回 

 ・公演 年 1 回 

小・中学校音楽鑑賞

教室 
小学校５年生及び中学校２年生を

対象とし、年１回本格的なオーケ

ストラの演奏を鑑賞して、音楽教

育や情操教育の充実に資する。 

 

教育指導課  

邦楽鑑賞教室 豊島区の「文化の風薫る街としま」

構想を受け、区立小学校の５年生

の児童を対象に邦楽鑑賞教室を開

催する。これにより、自国の伝統

文化である邦楽への理解を深める

ことによって、国際社会に生きる

日本人としての自覚を育む。豊島

区邦楽連盟の協力を得て、邦楽鑑

賞教室を区内２～３ブロックの会

場で行う。 

 

教育指導課  



 72

【３ 地域との協働体制の充実】 

 

（１）地域団体との協働による子育て支援 
    充実した子育て支援を展開していくため、地域で子どもたちのために活

動している各種団体との協働体制を構築します。 
 
事業名 内容 担当課 備考 

「地域区民ひろば

運営協議会」との協

働 

 
新規 

 

地域との連携・協働を充実し、「地 
域区民ひろば運営協議会」設立へ 
向けた体制を推進する。 
 

地域区民ひろ

ば課 
＊実施予定 

・17 年度：「地域区民ひろ

ば運営協議会」設立に

向けた取組 

・18 年度以降：可能な地

域から順次立ちあげ 

「子ども部会」との

協働 

 

新規 

地域区民ひろば運営協議会のもと

に、子どもに関することを話し合

う「子ども部会」を立ち上げ、地

域・学校・家庭・関係機関との連

携の中で、地域のさまざまな力を

結集し、地域の子育て力・教育力

の向上を図るとともに、地域で子

どもを見守っていく拠点を築く。 

子ども課 ＊実施予定 

 ・17 年度開始 

 ・学期毎に 1回開催 

  （その他必要に応じて）

 

民生委員 

・児童委員事業 

乳幼児や児童のいる家庭の生活を

常に見守り、その生活状況の把握

に努めるとともに、必要に応じ相

談・支援を行う。ケースによって

は、区に対し的確な情報提供を行

い望ましい福祉サービスにつなげ

るための活動を展開する。また、

児童虐待など子どもの権利が不当

に侵害されているケースなどにつ

いては、関係機関との適切な連携

により、その解決に協力する。 
 

管理調整課 ＊今後の予定 

・三者地区連絡協議会 

年１回開催 

・区の子育て支援事業へ

の協力 

・子どもの権利推進事業

への関与 

・「子育てサロン」などの

実施 

・月１回程度（１２回×

６地区 ７０回程度）

保護司会助成事業 

 
豊島区保護司会に対し、団体の運

営費及び見学研修会の費用の一部

を補助する。 

 

子ども課 ＊16 年度の状況 

・青少年相談開催日数 

120 日 
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事業名 内容 担当課 備考 
青少年育成委員会

運営 
各地区が行う独自の健全育成事業

に対する補助金の支出、連合会に

対する補助金の支出、育成委員名

簿・育成委員ガイド・「としまのい

くせい」の作成、委員の資質向上

のための研修会を実施する。 
 
 

子ども課 ＊16 年度の状況 

・各地区行事参加者数 

60,000 人 

・研修会参加人数 

200 人 

社会を明るくする

運動事業 

豊島区社会を明るくする運動実行

委員会に対し、事業費の一部を補

助するとともに、区は本運動の円

滑な推進に向けて実行委員会とと

もに運動を進めていく。 
 

子ども課 ＊16 年度の状況 

・行事参加人数 

   40,000 人 

地域団体青少年健

全育成行事助成事

業 

 

地域団体（町会・ＰＴＡ・青年団

体・少年団体・ボランティア団体

等）が青少年の健全育成を図るた

めに行う行事に対して、補助金を

交付する。 

 

子ども課 
＊補助金の査定

は区民活動推進

課で行う。 

 

＊16 年度の状況 

・行事参加人数 

10,000 人 

 

 

青少年委員事業 地域の青少年の余暇活動、青少年

団体の育成または青少年指導者に

対する援助を行う。 

学習・スポー

ツ課 
＊16 年度の状況 

・地域活動への援助 

・関係団体との意見交流

  年７回 

・研修会 年６回 

・定例会 毎月 

＊今後の予定 

 ・17 年度に事業のあり方

を見直す。 

 

（２）家庭、地域、学校が一体となった教育力の向上 
    子どもの成長過程を、家庭、地域、学校が一体となって見守ることが必

要です。このため、学校を活用した活動を継続するとともに、新たな地域

支援システムについて考えます。 
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事業名 内容 担当課 備考 
豊島区版地域プラ

ットフォーム構想 

 
新規 

学校、家庭、地域と行政が協力し

て、子育て・教育にあたる「学校

への広域的地域支援」体制を整備

する。そこでは、地域・大学・Ｎ

ＰＯ・企業等の、広域的な人材等

の資源を活用して、区立学校を支

援するとともに、家庭や地域の教

育力を高めるための施策を展開し

ていく。 

 
 

教育改革推進

課 
 

豊島区子ども読書

活動推進会議の設

置 

 
新規 

区のすべての子どもがあらゆる機

会とあらゆる場所において、自主

的に読書活動を行うことができる

よう、家庭、地域をはじめ図書館、

学校などの役割を明確にし、推進

に関する施策の方向性や取組みを

示す。 
 
 

中央図書館  

小学校開放事業  ①個人開放（放課後・学校休業中

の子どもたちの遊び場を提供す

る） 
②施設開放事業（区民の生涯学習

活動の場と機会を提供する） 
 
 
 

教育総務課 ＊実施予定 

・全校（23 校）実施 

・個人開放年間利用者 

350,000 人 

・団体開放年間利用者 

150,000 人 

中学校開放事業 中学生等を対象とし、体育施設を

毎週土曜日に開放する。 
教育総務課 
 
 
 

＊実施予定 

・中学校開放年間利用者

60,000 人 

施設開放事業 

 
 

閉校施設の校庭・体育館等を開放

する。 
 
 

施設再構築・

活用担当課 
＊実施予定 

・個人開放年間利用者 

20,000 人 
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事業名 内容 担当課 備考 
中学校体育大会経

費助成 
豊島区中学校体育連盟が実施する

体育大会の経費を助成し、豊島区

のスポーツ振興と、中学生の健全

な育成をめざす。 

 
 

教育指導課 ＊16 年度の状況 

・種目数 11 種目 

・参加人員 2890 人 

 

（３）地域で育まれる子どもの成長 
    子どもの成長過程において、地域との交流は非常に重要でありますが、

都市化の進展などにより、希薄化しているのが現状です。このため、地域

との交流を促進していく施策を新たに展開します。 
 

事業名 内容 担当課 備考 
「子どもスキップ」

の開設 

新規 

 
 
 
＊ 再掲 

小学校施設を活用し、学童クラブ

の機能を持たせた全小学生のため

の放課後対策として、区内２３か

所に開設する。 

子ども課 ＊実施予定 

・17 年度 6か所 

・18 年度 6か所 

・19 年度 5か所 

・20 年度 6か所 

「子育てひろば」の

開設 

 

新規 
 
 
 
 

地域の乳幼児及びその保護者が相 
互の交流を行う場を小学校区単位 
に整備し、保護者からの育児相談 
に応じ、必要な情報の提供を行う。 

地域区民ひろ

ば課 
〔子育て支援

課〕 

＊実施予定 

・17 年度 6か所実施 

＊18 年度以降、順次実施

して 23 か所設置 

「十代倶楽部」の開

設 

 

新規 

 

 

 

＊ 再掲 

中高生のグループが自由に使え、

音楽・演劇などの文化・芸術活動

やスポーツ活動を行う場として、

またボランティア活動の拠点や友

達との語らいや情報交換の場とし

て区内２か所に開設する。 

子ども課 ＊実施予定 

・区内東西２か所開設 

（１か所は大明小学校

跡施設に開設） 
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事業名 内容 担当課 備考 
保育園ボランティ

ア 
子どもとの交流を通して保育の楽

しさを知り、また社会参加の意義、

重要性の認識を深めるため、区立

保育園において、ボランティア活

動希望者の受け入れを行う。特に

７月下旬から９月上旬にかけては

学生を中心に募集している。 

保育園課  

中学校地域スポー

ツクラブの育成モ

デル事業 

いつでも、どこでも、だれでも参

加できるスポーツクラブを設立す

るため、土曜日にスポーツ活動を

実施する。 

学習・スポー

ツ課 
＊16 年度の状況 

・西巣鴨中学校地域スポ

ーツクラブ 

会員数 109 名 

活動日 第 2･4･5 土

曜日 

 ・道和中学校地域スポー

ツクラブ 

   会員数 87 名 

   活動日 毎週土曜日

 ・千早中学校地域スポー

ツクラブ 

   会員数 33 名 

   活動日 土曜日 

     （月 2～3 回） 

生涯学習の推進 生涯学習ガイドブックを作成し、

乳幼児から高齢者までの生涯学習

への参画を促すとともに、学習団

体の育成を図る。また、小中学校

の児童・生徒に博物館等における

展示会の鑑賞を促す。 

学習・スポー

ツ課 
＊16 年度の状況 

・生涯学習ガイドブック

発行 

前期(４月～9月) 

後期(10 月～3月) 

青少年指導者養成

事業 
小学校４年生から中学生がコミュ 
ニケーション力を高め、一人ひと 
りの持つ可能性を発揮することで 
地域を含め社会の中で、自主的・ 
創造的に活動できるよう支援す

る。 
 

学習・スポー

ツ課 
＊16 年度の状況 

・ジュニアリーダー講習

会 夏編・秋冬編 

延回数 16 回 

延参加者 480 名 



 77

 
計画推進のために 
 
事業名 内容 担当課 備考 

青少年問題協議会

運営 
青少年の指導、育成、保護及び矯 
正に関する総合的な施策について 
調査審議するとともに、施策を適 
切に実施するため関係行政機関相 
互の連絡調整を図る。 
 
 

子ども課  

地域協議会の運営 

 

新規 
 

本計画の進捗状況を公表し、計画 
の推進等について意見・要望を受 
け、行政運営に活かすため、区民 
参加の地域協議会を運営する。 
 
 

子ども課 ＊実施予定 

・17 年度発足 

・年 2回開催 

豊島区特定事業主

行動計画策定委員

会の運営 

次世代育成支援対策推進法に基づ

き、区職員の仕事と家庭の両立や

勤務環境の整備等に関し、行動計

画策定指針に即して、特定事業主

行動計画を策定するために策定委

員会を設置した。委員会は、行動

計画の達成状況や実施状況の把

握、また、計画の見直し等を図る

こととする。 
 
 

人事課 ＊実施予定 

・年 2回開催 

企業・事業所への啓

発事業 

 

新規 
 

次世代育成支援のための施策を推 
進していくときに、保護者の働き 
方の問題が大きく影響するため、 
区内の企業・事業所に、本計画へ 
の理解をもとめ、働き方の見直し 
などの啓発事業を行う。 
 
 

子ども課  
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事業名 内容 担当課 備考 

国・都への働きかけ 社会状況の変化に伴い、子どもや

家庭に関わる施策が大きく変わろ

うとしているなか、区が行う事業

に関しても、国や都に制度の充実

や財政的な支援を働きかけ、連携

を強化していく。 

全庁  
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（３）計画事業の主な目標事業量                  

 

行動計画のうち、下記事業については平成２１年度までに達成する予定の目標事業量を設定し、国、東京都に報告しています。 

事業名・事業内容 現状 

（平成 16 年度） 

目標事業量 

（平成 21 年度） 

通常保育事業 

保護者の就労等により、保育に欠ける児童を対

象として行うもの。 

定員 3,177 人 現状維持 

延長保育事業 

保育所の開所時間（１１時間）の後、延長して

保育を実施するもの。 

定員 610 人 

29 か所 

定員 610 人 

29 か所 

休日保育事業 

保護者の就労等により、日曜・祝祭日等の保育

に欠ける児童を対象として行うもの。 

未実施 定員 10 人 

1 か所 

＊18 年度開設予定 

夜間保育事業 

保護者の就労等により、おおむね夜１０時まで

保育に欠ける児童を対象として行うもの。 

定員 30 人 

1 か所 

定員 30 人 

1 か所 

一時保育事業 

①保護者の傷病、出産、冠婚葬祭等の事由によ

り、緊急・一時的に保育に欠ける乳幼児を対象

として行うもの。②保護者の育児に伴う心理

的・肉体的負担を解消する等の理由により、保

育を行うもの。③保護者の短時間勤務等によ

り、原則として週３日程度保育に欠ける児童を

対象として行うもの。利用は時間単位。 

定員 25 人 

3 か所 

定員 30 人 

4 か所 

*18 年度 1か所開設予

定 

特定保育事業 

週２・３日程度または午前か午後のみなど、必

要な時間に柔軟に児童の保育を行うもの。 

未実施 定員 6人 

2 か所 

乳幼児健康支援一時預かり事業（病後児

保育（派遣型）） 
保育所に通所している児童等が病気の「回復

期」であるため、集団保育が困難で、かつ保護

者の就労等の理由により保育に欠ける場合、看

護師・保育士等の養育者を派遣し、児童福祉施

設等の余裕スペース、医療機関、当該児童宅、

保育士等の自宅で保育を行うもの。 

未実施 施設型で対応 



 80

事業名・事業内容 現状 

（平成 16 年度） 

目標事業量 

（平成 21 年度） 

乳幼児健康支援一時預かり事業（病後児

保育（施設型）） 

保育所に通所している児童等が病気の「回復

期」であるため、集団保育が困難で、かつ保護

者の就労等により保育に欠ける場合、児童福祉

施設、病院・診療所に付設された施設等、適切

な処遇が確保される施設で保育を行うもの。 

未実施 定員 2人 

1 か所 

＊18 年度開設予定 

子育て短期支援事業（ショートステイ事

業） 

保護者が疾病、出産、事故等により家庭におい

て児童の養育ができない場合、緊急一時的に保

護者に代わり児童養護施設・区内受託家庭等に

おいて養育を行うもの。利用期間は年間６泊以

内。 

未実施 定員 2人 

2 か所 

子育て短期支援事業（トワイライトステ

イ事業） 

保護者が就労等により、恒常的に帰宅が夜間に

わたり、また休日不在で、保育に欠ける場合、

児童養護施設、母子生活支援施設、乳児院等に

おいて預かり、生活指導・食事の提供等を行う

もの。利用時間は、平日夜１０時まで。（夜間

から引き続き宿泊可の場合もある）休日預かり

は日中。 

未実施 他の事業で対応 

訪問型一時保育事業 

保護者の疾病・入院等により、緊急・一時的に

保育に欠ける場合、保育士等が児童の自宅にお

いて保育を行うもの。利用期間は、連続利用の

場合は７日以内。 

未実施 施設型で対応 

認証保育所（Ａ型） 

認可保育所に準じる施設として東京都の認証

を受けた保育所。保護者が保育所との直接契約

により入所し、保育料を直接納入するシステ

ム。認証要件は、待機児対策、長時間保育、０

歳児保育を実施しているなど。 

定員 66 人 

2 か所 

定員 100 人 

3 か所 
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事業名・事業内容 現状 

（平成 16 年度） 

目標事業量 

（平成 21 年度） 

・子育てひろば事業（Ａ型） 

・地域子育て支援センター事業 

（子育てひろば事業Ｂ型） 

・つどいの広場事業 

（子育てひろば事業Ｃ型） 

身近な地域での子育て家庭の支援を行うため、

０～３歳児の孤立しがちな子育て家庭を中心

につどいの場を提供しながら、子育て相談や子

育てサークルの支援などを行うもの。 
Ａ型：東京都単独事業。保育所・児童館の機能・

スペースを活用し、初歩的な問題について話し

相手になる。 
Ｂ型：国事業名は「地域子育て支援センター事

業」。各区市町村で特に積極的に事業を行う保

育所等を１か所指定し、専用スペースを確保

し、地域保育所等との連携等を行い、子ども家

庭支援センターを中心とした子育て支援ネッ

トワークの充実に努める。 
Ｃ型：国事業名は「つどいの広場事業」。ＮＰ

Ｏや民間事業者を含めた多様な運営主体が、商

店街の空き店舗や学校の余裕教室等において

ボランティアを活用して育児相談等を行う。 

 

 

Ａ型 

23 か所設置 

 

 

Ｃ型 

23 か所設置 

産後支援ヘルパー事業（豊島区名称：産

後サポーター事業） 

出産後間もないため、家事や育児が困難な核家

族家庭等に対し、看護師・保育士等が訪問して

身の回りの世話や家事・育児を行う。派遣は１

日４時間以内、原則、退院後１か月で１０日を

限度とする。 

15 年度延べ派遣回

数 289 回 

年間延べ派遣回数

300 回 

放課後児童健全育成事業 

（学童クラブ） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない、小学

校に就学しているおおむね１０歳未満の児童

に対し、授業終了後に児童厚生施設等を利用し

て適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全

な育成を図るもの。 

定員 954 人 

25 か所 

定員 1,100 人 

23 か所 

＊「子どもスキップ」

内学童クラブで対応 
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事業名・事業内容 現状 

（平成 16 年度） 

目標事業量 

（平成 21 年度） 

ファミリー・サポート・センター事業 

育児の援助を行いたい者と育児の援助を受け

たい者からなる会員組織として「ファミリー・

サポート・センター」を設立し、その会員が地

域において育児に関する相互援助を行うこと

を支援する事業。 

平成 10 年度設置済 現状継続 

子ども家庭支援センター事業 
地域における総合的な子どもと家庭を支援す

るネットワークを構築し、①総合相談②在宅サ

ービスの提供③サービス調整（関係機関の連携

による援助の実施）④地域組織化（子育てひろ

ばの活動支援含む）⑤見守りサポート⑥虐待防

止訪問支援⑦在宅サービス基盤整備の機能を

果たすもの。 
＊先駆型：①～⑦の事業を実施するもの 
＊従来型：①～④の事業を実施するもの（⑦の

実施可） 

平成 13 年度、東・

西 2か所設置済み。

（平成 16 年度より

東部子ども家庭支

援センターが先駆

型へ移行） 

１か所 

虐待防止ネットワーク事業 
地域における児童虐待の防止と早期発見に努

めるため、地域における保健・医療・福祉の行

政機関、教育委員会、警察、弁護士、ボランテ

ィア団体等の関係機関・団体等から構成する児

童虐待防止連絡会議を設置し、定期的に様々な

検討を行うとともに、具体的な虐待事例の検討

を随時行うもの。 

平成 12 年度連絡会

議設置済 

現状継続 
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〔資料１０〕外国人登録者数（豊島区） 
〔資料１１〕身体障害者手帳所持者数（豊島区） 
〔資料１２〕愛の手帳所持者数（豊島区） 
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・「ニーズ調査」について 

・豊島区青少年問題協議会条例 

・豊島区青少年問題協議会専門委員名簿 

・豊島区次世代育成支援行動計画検討会設置要綱 

・豊島区次世代育成支援行動計画検討会委員名簿 

・計画策定検討組織の審議経過 

・用語解説 
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子どもと家庭をとりまく社会状況 

 

〔資料１〕人口比較(全国・東京都・豊島区) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊「全国」は人口推計（総務省統計局）、「東京都」「豊島区」は住民基本台帳による。 
＊「全国」の平成１６年数値は、概算である。 

豊島区

236237236236
235234234233234

236239
243

246249
252

256

220

230

240

250

260
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(千人)

平

（年）

東京都

1,168 1,167
1,175

1,207
1,200

1,191

1,169

1,1601,1591,160
1,1631,170

1,172
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1,182
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1,180
1,190
1,200
1,210
1,220
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(万人)

(年）
平

全国

1,236

1,248

1,256 1,259

1,267 1,269

1,240

1,245 1,250

1,262
1,265

1,2771,2761,2741,273

1,233

1,210

1,220

1,230

1,240

1,250

1,260

1,270

1,280

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

(十万人)

（年）

平
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〔資料２〕０～１４歳人口比較（全国・東京都・豊島区） 

 
全国
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＊棒グラフは（左軸）は年少人口、折れ線グラフ(右軸)は年少人口比率。 

 ＊「全国」は人口推計（総務省統計局）、「東京都」及び「豊島区」は住民基本台帳による。 

 ＊「全国」の平成１６年数値は、概算である。 
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〔資料３〕０～１７歳人口比較(全国・東京都・豊島区) 

 

全国

293 286
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255261269
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24% 23% 22% 22% 21% 20% 20% 19% 19% 19% 18% 18% 18% 17% 17%
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豊島区
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＊棒グラフ（左軸）は年少人口、折れ線グラフ（右軸）は年少人口比率。 
 ＊「全国」は人口推計（総務省統計局）、「東京都」及び「豊島区」は住民基本台帳による。 
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〔資料４〕出生数・出生率比較（全国・東京都・豊島区） 

全国

12,216
11,883

12,383

11,871
12,06611,91712,03111,777 11,70711,539

11,238

11,90512,090
12,23212,468
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1,900
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＊出生率は人口千人あたりの出生数。（人口は１０月１日現在の値により計算しますが、「東      

京都」および「豊島区」の算出にあたっては、便宜的に１月１日現在の人口を使用しています） 
＊棒グラフ（左側）は出生数、折れ線グラフ（右軸）は出生率。 
＊「全国」は人口動態調査（厚生労働省）、「東京都」および「豊島区」は住民基本台帳による。 
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〔資料５〕合計特殊出生率比較（全国・東京都・豊島区） 
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東京都
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 ＊人口動態調査（厚生労働省）による。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

合計特殊出生率 
 １５～４９歳までの女性の年齢別出生数を年齢別女性人口で割ったものの合計

で、女性が一生の間に産む子どもの数を表します。この数値が２．０８よりも低

い場合、人口が減少するといわれています。日本は昭和４８年に２．０８を割り

込んで以来、この水準にもどることなく現在にいたっています。 
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〔資料６〕将来人口推計（全国） 
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＊「日本の将来人口推計・平成１４年１月推計」（国立社会保障・人口問題研究所編集）によ

る。 

＊棒グラフ（左軸）は、３区分人口である。下から０～１４歳、１５～６４歳、６５歳以上。 

＊折れ線グラフ（右軸）は、年少（０～１４歳）人口比率。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

人口ピーク 127,741 千人 総 人 口 121,136 千人 

年少人口  14,085 千人 

年少人口比率 11.6％ 
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〔資料７〕一般世帯数（豊島区） 
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133,884

126,532

16,520
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 ＊国勢調査による。 
 
 

〔資料８〕人員別一般世帯数（豊島区） 

 
5人世帯
2%4人世帯

9%
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11%
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1%
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  ＊平成１２年国勢調査による。 
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〔資料９〕母子世帯・父子世帯数（豊島区） 

 

1,272
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400
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1,200

1,600

昭６０年 平２年 平７年 平１２年

母子世帯数

父子世帯数

 ＊国勢調査による。 

 
 

〔資料１０〕外国人登録者数（豊島区） 
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 ＊豊島区外国人登録国籍別人員調査表による。 
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〔資料１１〕身体障害者手帳所持者数（豊島区） 
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＊「豊島区の社会福祉」による 
＊身体障害者手帳：身体障害者が各種の援護を受けるために必要な手帳。障害の種類は、視

覚障害、聴覚障害、音声・言語障害、肢体不自由、内部障害がある。障

害の程度により、１～６級に等級が定められている。 
＊平成１２年度以降、データ－システム化により、転出者等を削除。 

 

〔資料１２〕愛の手帳所持者数（豊島区） 
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 ＊「豊島区の社会福祉」による。 
 ＊愛の手帳：知的障害者が各種の援護を受けるために必要な手帳。障害の程度は、 
１度（最重度）、２度（重度）、３度（中度）、４度（軽度）に区別される。 
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〔資料１３〕児童育成手当支給対象児童数（豊島区） 
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 ＊「豊島区の社会福祉」による。 
＊（１）育成手当：父または母が死亡・離婚・障害・生死不明等の状態にある１８歳に達した

日以後最初の３月３１日までの児童を養育している方に支給。所得制限

あり。施設入所者は非該当。金額は児童１人につき月額、平成７年度は

１３，０００円、平成８年度以降は１３，５００円。 
  （２）障害手当：身体障害手帳１・２級、愛の手帳１～３度、脳性まひまたは進行性筋萎縮

症の２０歳未満の児童を養育している方に支給。所得制限あり。施設入

所者は非該当。金額は児童１人につき月額、平成７年度は１５，０００

円、平成８年度以降は１５，５００円。 

  

〔資料１４〕公園・児童遊園数（豊島区） 

 

 施設数 面 積 区民一人あたり面積 

公  園 ６０ １３４，６８９．３４㎡ ０．５７㎡ 

児童遊園 １０１ ４３，６０３．５９㎡ ０．１９㎡ 

 ＊「豊島区公園・児童遊園・仮児童遊園現況一覧」（平成１６年４月１日現在）による。 
＊公園は、区民の森（目白・池袋）及び目白庭園を含む。 
＊児童遊園は、仮児童遊園を含む。 
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〔資料１５〕豊島区歳出予算の推移  

 
  (一般会計に占める教育費・児童福祉費) 

   ＊一般会計は、平成１０年度をピークに減少を続けていますが、児童福祉費については、

ここ数年増加傾向にあります。 
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  (母子保健対策経費) 
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「ニーズ調査」について 
 

  豊島区では、行動計画策定にあたり、サービス利用者の意向及び生活実態を把握し、 

サービスの量的・質的なニーズを把握するため、ニーズ調査を実施し、「豊島区子ども白 

書」(平成１５年１１月発行)としてまとめました。 

 
１ 調査内容 
 
 （１）調査時期 

 ０～８歳の子どもの保護者については、平成１４年５月、９～１７歳の子どもと

その保護者については、平成１５年２月です。 

 

（２）調査票回収件数・回収率 

０～１７歳未満の子どもを３歳刻みに６層に分け、住民基本台帳から各層の人口の

約１割にあたる４００人の子どもとその保護者を抽出し、調査票を郵送しました。 

回収件数・回収率は下表のとおりです。 

子どもの満年齢（１４年４月１日現在）  

 ０～２ ３～５ ６～８ ９～１１ １２～１４ １５～１７ 
合計 

保護者回収件数 259 256 237 207 179 164 1,302

回収率 64.8% 64.0% 59.3% 51.8% 44.8% 41.0% 54.3%

子ども回収件数    207 154 144 505 

回収率    51.8% 38.5% 36.0% 42.1%

 

（３）調査からうかがえる平均的な世帯像 

   ＊家 族 の 人 数   ４．２５人 

   ＊子 ど も の 数   ２．０５人 

   ＊世 帯 構 成   両親と子どもの核家族 

   ＊父の年齢、職業   ４１．７歳、フルタイムの勤め人 

   ＊母の年齢、職業   ３８．８歳、専業主婦・パート・アルバイト 

   ＊主たる保育者   母(半数が就労) 
 
２ 対象者別の主な調査結果 

    

 （１）０～５歳（保護者の調査票から） 

   ○保育の状況（保育所、認可外保育所、幼稚園、在宅保育等）とニーズ 
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    ＊８項目の主な保育方法から、利用しているものを全て選択。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○保育サービス  

    ＊８８．２％の人は、自宅近くでの保育サービスを希望しています。 

    ＊７９．３％の人は、住み替えの際は、保育サービスや保育所の近くであるこ

とを考慮するとしています。 

   ○子育ての価値観、社会参加 

    ＊８４％の人は、育児期は子育て中心、家庭生活は子ども中心であるべきだと

考えています。  

    ＊子育てのために、社会参加活動の機会が狭められている傾向があります。 

  （２）６～１１歳（保護者の調査票から） 

    ○学習塾等 

＊８８％の子どもは学習塾・習い事に通い、半数を超える子どもが複数の学習

塾や習い事に通っています。 

＊低学年はスポーツが中心、高学年は学習中心です。 
（３）１２～１４歳(子どもの調査票から) 

    ○中高生のための施設への意見 

     ＊「のんびりできる場所、特に理由がなくてもいられる場所」「気軽に運動がで

きる場所」が望まれています。 

主な保育方法 回答数 備 考 

１．公立保育所 140
平均利用時間８時間２１分 

希望利用時間の平均１０時間３４分 

２．認可私立保育所 23
平均利用時間９時間２６分 

希望利用時間の平均１２時間１９分 

３．認可外保育施設 12
認証保育所４件、保育室４件 

勤務先保育室２件、その他１件 

４．ファミリー・サポート 4 － 

５．ベビーシッター・ホームヘル

パー 
7 － 

６．同居していない親族や知人 25 平日に時々見てもらう形態が多い 

７．幼稚園 140
平均利用時間４時間３５分 

希望利用時間の平均６時間２６分 

８．保護者や家族が見ている 200 午前・午後ともに自宅で過ごす割合が高い 

合 計 延 551   
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    ○学校生活 

     ＊８３％の子どもは学校が楽しいと感じています。 

    ○豊島区の印象 

     ＊６１％は「豊島区を好き」と回答しています。 

       （嫌い１２％、わからない２５％） 

     ＊２３％は「住みつづけたい」と回答しています。 

       （ほかに移りたい１９％、わからない５７％） 

  （４）１５～１７歳(子どもの調査票から)  

    ○中高生のための施設への意見 

     ＊「のんびりできる場所、特に理由がなくてもいられる場所」「気軽に運動がで

きる場所」が望まれています。  

    ○豊島区の印象 

     ＊２９％は「住みつづけたい」と回答しています。 

       （ほかに移りたい１８％、わからない５２％） 

 

３ 施設に関する主な調査結果 

 

（１）公園等の利用と満足度 

(０～８歳の保護者、９～１７歳の子どもの調査票から) 

 

①利用頻度 

16.6%

16.5%

15.6%
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41.2%
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67.3%

49.3%

42.5%

22.4%

4.8%
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学校の施設開放

児童館

公園

よく利用する たまに利用する 利用しない 回答なし
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40.0%

77.0%

61.0%

29.0%

12.0%

19.0%

15.0%

29.0%

18.0%

80.0% 5.0%

11.0%
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保育料

保育園までの距離

保育園の施設

保育内容 満足・どちらかといえば満足

わからない

回答なし

②満足度 
                            わからない・回答なし 

 
 

（２）保育所等の満足度 

①保育所(０～５歳の子どもの保護者の調査票から) 
                           不満・どちらかといえば不満 
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②幼稚園(０～５歳の子どもの保護者の調査票から) 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

③学童クラブ 

   （６～８歳の子どもの保護者の調査票から） 
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豊島区青少年問題協議会条例 
 

（昭和 31 年 3 月 10 日 条例第４号） 

 改正  昭和 42 年 7 月 15 日 条例第 15 号 

 平成 12 年 12 月 12 日  条例第 70 号 

（設置） 

第１条 地方青少年問題協議会法（昭和２８年法律第８３号）第１条の規定に基づき、区長の附

属機関として、豊島区青少年問題協議会（以下「協議会」という。）をおく。 

（組織） 

第２条 協議会は、会長及び次に掲げる者につき、区長が任命又は委嘱する委員若干名をもって

組織する。 

(1)区議会議員 

(2)学識経験者 

(3)関係行政機関の職員 

（委員の任期） 

第３条 前条第２号の委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。但し、

再任を妨げない。 

（会長の権限並びに副会長の設置及び権限） 

第４条 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

２ 協議会に副会長をおく。 

３ 副会長は、委員が互選する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

（召集） 

第５条 協議会は、区長が招集する。 

（専門委員） 

第６条 協議会に専門の事項を調査させるため、必要があるときは専門委員をおくことができる。 

２ 専門委員は、学識経験者のうちから区長が委嘱する。 

（定員数及び表決数） 

第７条 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところによる。 

（委任） 

第８条 この条例の施行について必要なことは、区長が決める。 

 

附則  この条例は、昭和 31 年 4 月 1日から施行する。  

附則 この条例は、公布の日から施行する。 

附則 この条例は、平成 13 年 1 月 6日から施行する。 
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豊島区青少年問題協議会専門委員名簿 

 
（敬称略） 

役職 氏名 選出母体 備考 

委員長 松平 信久 学校法人立教学院院長  

副委員長 照内 義雄 豊島区青少年育成委員会連合会会長 16 年 5 月 26

日まで 

副委員長 石川 智枝子 豊島区青少年育成委員会連合会会長 16 年 5 月 27

日から 

委員 西郷 泰之 大正大学教授  

委員 恒吉 僚子 東京大学助教授  

委員 根岸 幸子 青少年委員  

委員 西野 幸江 公募  

委員 飯田 栄子 公募  
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豊島区次世代育成支援行動計画検討会設置要綱 
平成 16 年 3 月 10 日 

区  長  決  裁 

（設置） 

第１条 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第８条第１項に基づく市町村行動

計画（以下「行動計画」という。）の策定にあたり、同法第２１条第１項の次世代育成支援対策地

域協議会として、豊島区次世代育成支援行動計画検討会（以下「検討会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 検討会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 行動計画について意見を述べること。 

（２） 行動計画の策定に必要な情報を区長に報告すること。 

（３） その他検討会が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 検討会は、次に掲げる者につき、区長が委嘱又は任命する委員１６人以内をもって組織する。 

（１） 児童の育成に関する活動を行う者 

（２） 区内の児童関係施設職員 

（３） 区内の児童関係施設を利用する者 

（４） 公募区民 

（５） 豊島区職員 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から平成１７年３月３１日までとする。 

（座長及び副座長） 

第５条 検討会に座長及び副座長各一人を置く。 

２ 座長は助役の職にあるものとし、副座長は委員の中から座長が指名する。 

３ 座長は検討会を代表し、会務を総理する。 

４ 副座長は座長を補佐し、座長に事故のある時はその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 検討会は、座長が招集する。 

２ 座長は必要に応じ、関係人の出席を求めて意見を聞くことができる。 

（幹事） 

第７条 検討会に幹事を置く。 

２ 幹事は、子ども家庭部子ども課長、同子育て支援課長、同保育園課長をもって充てる。 

（庶務） 

第８条 検討会の庶務は、子ども家庭部子ども課において処理する。 

附則 この要綱は、平成 16 年 3 月 10 日から施行する。 
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豊島区次世代育成支援行動計画検討会委員名簿 
（敬称略） 

役職 氏名 選出母体 備考 

座長 水島 正彦 豊島区助役  

副座長 和田 健男 豊島区主任児童委員  

委員 稲垣 幸房 第３地区青少年育成委員会会長  

委員 角本 史夫 私立白鳩幼稚園園長  

委員 齋藤 玲子 私立みのり保育園園長  

委員 佐藤 房江 区立目白第２保育園園長  

委員 塩谷 紀子 区立要町第１児童館館長  

委員 一条 まゆみ 子どもの権利担当係長 16年 5月 27日

まで 

委員 今井 有里 東部子ども家庭支援センター職員 16年 5月 28日

から 

委員 田村 満 区立南池袋小学校教員 16年 5月 27日

まで 

委員 若林 正人 区立さくら小学校教員 16年 5月 28日

から 

委員 鈴木 弘 私立立教池袋中学校・高等学校教員  

委員 野崎 浩之 立教大学学生  

委員 神山 郁子 区立保育園利用者  

委員 堀江 俊一郎 区立児童館利用者  

委員 石川 智枝子 公募  

委員 石田 千恵子 公募  

委員 小池 哲男 公募  
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計画策定検討組織の審議経過 
＊は主な議題 

年月 青少年問題協議会 青少年問題協議会専門委員会 次世代育成支援行動計画検討会 

平１５

１２月 

平 15．12．18 第１回 

＊子どもプラン策定に向けて 

  

平１６ 

１月 

 平 16．1．29 第１回 

＊子どもプラン素素案について 

 

２月 
 平 16．2．18 第 2回 

＊子どもプラン素素案について 

 

３月 
 平 16．3．26 第 3回 

＊子どもプラン素素案について 

平 16．3．24 第 1回 

＊行動計画策定指針について 

４月 
 平 16．4．21 第 4回 

＊子どもプランの構成について 

 

５月 

 平 16．5．27 第 5回 

＊子どもプランの構成について 

平 16．5．28 第 2回 

＊子どもプラン素素案（子どもの権

利保障）について 

６月 
 平 16．6．30 第 6回 

＊子どもプラン素案について 

 

７月 

  平 16．7．6 第 3回 

＊子どもプラン素案（子育て環境の

充実）について 

９月 

平 16．9．1 第 2回 

＊子どもプラン素案について 

 平 16．9．3 第 4回 

＊子どもプラン素案（地域における

教育）について 

１０月 

  平 16．10．21 第 5回 

＊子どもプラン素案（計画実現のた

めのシステムづくり）について 

１１月 
  平 16．11．25 第 6回 

＊子どもプラン素案について 

平１７

１月 

 平 17．1．13 第 7回 

＊子どもプラン素案について 

平 17．1．18 第 7回 

＊子どもプラン素案について 

２月 
平 17．2．1 第 3回 

＊子どもプラン案について 
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用 語 解 説 
 

＜計画・法律関係＞ 

 

 

子どもの権利条約 

「児童の権利に関する条約(子どもの権利条約)」は、基本的人権が子どもにも

保障されるべきことを国際的に定めた条約。１９８９年１１月２０日に国連総

会において採択され、２００３年７月現在で１９２の国と地域が締結している。 

 本条約は、１９２４年の「子どもの権利に関するジュネーブ宣言」、１９５９

年の「子どもの権利宣言」を受けて成立したもの。 

 前文と本文５４条からなり、生存、保護、発達、参加という包括的権利を子

どもに保障している。その中には、子どもの「情報へのアクセス権」を定めた

第１７条や、子どもの「性的搾取からの保護」を定めた第３４条などが含まれ

ている。 ユニセフは、この「子どもの権利条約」の定める子どもの基本的人権

の実現をその使命としている。 

 日本は１９９４年（平成６年）４月２２日に１５８番目の国として批准して

いる。 

 

 

エンゼルプラン 

１９９４年（平成６年）１２月、文部・厚生・労働・建設の４省が合意し、

少子化時代において、子どもを安心とゆとりをもって生み育てることのできる

ように、教育、労働、住宅の面での条件整備などをもりこんだ政府の子育て支

援総合計画。  

基本的方向 

１．子育てと仕事の両立支援推進 

 ２．家庭における子育て支援 

 ３．子育てのための住宅及び生活環境の整備 

 ４．ゆとりある教育の実現と健全育成の推進 

 ５．子育てにかかる費用の軽減 

プラン具体化の一環として、厚生省は緊急保育対策等５ヵ年事業を大蔵・ 

自治省との３省合意で決定した。 
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新エンゼルプラン（重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について）  

 １９９９年（平成１１年）１２月１９日「少子化対策推進関係閣僚会議」で

決定された「少子化対策推進基本方針」に基づく重点施策の具体的実施計画と

して策定。（大蔵、文部、厚生、労働、建設、自治の６大臣の合意） 

主な内容は下記の通り。 

 １．保育サービス等子育て支援サービスの充実 

 ２．仕事と子育ての両立のための雇用環境の整備 

 ３．働き方についての固定的な性別役割分業や職場優先の企業風土の是正 

 ４．母子保健医療体制の整備 

 ５．地域で子どもを育てる教育環境の整備 

 ６．子どもたちがのびのび育つ教育環境の実現 

 ７．教育に伴う経済的負担の軽減 

 ８．住まいづくりやまちづくりによる子育ての支援 

 

 

仕事と子育ての両立支援策の方針について 

 ２００１年（平成１３年）７月６日、閣議決定 

 １３・１４年度に開始し、遅くとも平成１６年度までには実施するとした。 

 基本方針は下記の通り。 

１．各企業が、仕事と子育ての両立がしやすい多様な雇用形態や処遇、弾力的

な労働時間制などに一層積極的に取り組む。そのため、政府としても各種

支援・要請を行うとともに、税務上も円滑な対応に努める。  

２．育児休業制度ならびに出産休暇の十分な活用を求める。とりわけ男性の育

児休業取得を奨励するとともに、父親の出産休暇の全員取得をめざす。

（「父親の産休５日間」）  

３．企業の両立指標を開発・公表する。また、各企業に両立支援の風土を育て

るため、経営者や幹部の研修を推進する。  

４．労働契約の形式上期間雇用者であっても、実質上期間の定めなく雇用され

ている者については、育児休業の対象となることを明確化する。  
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次世代育成支援対策推進法 

公布：２００３年（平成１５年）７月１６日 

施行：２００３年（平成１５年）７月１６日 

急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化にかんがみ、

次世代育成支援対策に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業

主及び国民の責務を明らかにするとともに、行動計画策定指針並びに地方公共

団体及び事業主の行動計画の策定その他の次世代育成支援対策を推進するため

に必要な事項を定めることにより、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推

進し、もって次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社

会の形成に資することを目的とした法律。 

市町村は、行動計画策定指針に即して、５年ごとに、当該市町村の事務及び

事業に関し、５年を一期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児

及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環

境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確

保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に

関する計画を策定するものとしている。 

 

 

少子化社会対策基本法 

公布：２００３年（平成１５年）７月３０日 

施行：２００３年（平成１５年）９月１日 

   急速に少子化が進展しており、その状況が２１世紀の国民生活に深刻かつ

多大な影響を及ぼすものであることにかんがみ、このような事態に対し、長

期的な視点に立って的確に対処するため、少子化社会において講ぜられる施

策の基本理念を明らかにするとともに、国及び地方公共団体の責務、少子化

に対処するために講ずべき施策の基本となる事項その他の事項を定めること

により、少子化に対処するための施策を総合的に推進し、もって国民が豊か

で安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とした法律。 

施策の基本理念は下記の通り 

１．少子化に対処するための施策は、父母その他の保護者が子育てについての

第一義的責任を有するとの認識の下に、国民の意識の変化、生活様式の多様

化等に十分留意しつつ、男女共同参画社会の形成とあいまって、家庭や子育

てに夢を持ち、かつ、次代の社会を担う子どもを安心して生み育てることが

できる環境を整備することを旨として講ぜられなければならない。 

２．少子化に対処するための施策は、人口構造の変化、財政の状況、経済の成

長、社会の高度化その他の状況に十分配意し、長期的な展望に立って講ぜら
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れなければならない 

３．少子化に対処するための施策を講ずるに当たっては、子どもの安全な生活

が確保されるとともに、子どもがひとしく心身ともに健やかに育つことがで

きるよう配慮しなければならない。 

４．社会、経済、教育、文化その他あらゆる分野における施策は、少子化の状

況に配慮して、講ぜられなければならない。 

 

 

少子化社会対策大綱 
２００４（平成１６年）６月 
平成１５年７月の少子化社会対策基本法に基づいた大綱を策定。 
少子化の流れを変える３つの視点は下記の通り。 
１．自立への希望と力 
 『若者の自立が難しくなっている状況を変えていく』 
２．不安と障壁の除去 
 『子育ての不安や負担を軽減し、職場優先の風土を変えていく』 
３．子育ての新たな支えあいと連帯―家族のきずなと地域のきずなー 
 『生命を次代に伝えはぐくんでいくことや家庭を築くことの大切さの理解

を深めていく』 
 『子育て・親育て支援社会つくり、地域や社会全体で変えていく』 
 

 

＜その他＞ 

 

 

キャリア教育 

 望ましい勤労観・職業観及び職業に関する知識や技能を身に付けさせるとと

もに、自己の個性や適性を理解し、主体的に進路を選択する能力や態度を育て

る教育。 

 
 

協働（パートナーシップ） 

 地域の諸団体、大学や研究機関等と行政とが、互いにパートナーとして認め

合い、それぞれが役割と責任を果たし、共通の課題の解決を図り、地域におけ

る公的サービスを担っていくこと。 
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ティームティーチング 

 児童・生徒一人一人の個性を生かす教育を行うために、複数の教員が一つの

学習集団に対し、組織的・計画的に分担・協力して適宜、個別指導、グループ

指導を行う方法。 

 

 

認証保育所 

 多様化している保育ニーズに柔軟に対応するため、東京都独自の基準による

新しいスタイルの保育所。平成１３年度、事業開始。保育時間は１３時間以上

で、０歳児から受入れている。 

 都、区から補助金を支出。 

 豊島区には、平成１７年１月現在、２か所の認証保育所がある。 

 

 

パブリックコメント制度 

 区の重要な施策、方針などを策定または改定する際に、あらかじめ案を公表

し、区民の皆さんからのご意見をお受けし、ご意見を十分考慮した上で最終的

な意思決定を行い、寄せられた意見とそれに対する区の考え方を公表する制度

である。 

 

 

プレーパーク 

「冒険遊び場」とも呼ばれ、デンマークをはじめヨーロッパを中心に１９４０

年代以降に広がった遊び場。最初のプレーパークは、１９３７年にスウェーデ

ンのストックホルムの公園の中で実施された。児童遊園等のように固定遊具は

なく、自然の原っぱを想定した公園で、工具や火や水を使って遊んだりできる。

プレーパークは禁止事項も少なく、自分の責任で友だちと協力しながら遊ぶこ

とをモットーにしている。 

 プレーパークには、プレーリーダーと呼ばれる遊びを見守ったり、指導した

りする大人が配置され、地域の協力で運営されている。 

 日本では、関東大震災後の日比谷公園等に児童指導員が配置され、一時期、

全盛期を迎えるが、やがて下火になる。 

 １９７９年（昭和５１年）世田谷区羽根木公園で、冒険遊び場から発展した

プレーパークができる。現在各地に広まっている。 

 大きな公園の一部にプレーパークを設けるのが一般的だが、団地のオープン

スペースや校庭の中に設けることもある。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
豊島区子どもプラン－次世代育成支援行動計画－ 

 
           平成１７年３月 
 

豊島区子ども家庭部子ども課 
 
〒１７０－８４２２ 
東京都豊島区東池袋１－１８－１ 
電話 ０３（３９８１）１１１１（代表） 

 
 




